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【要約】 

今年・平成２７年（２０１５年）は、昭和２０年（１９４５年）８月１５日の「終戦の日」

から７０年の節目の年である。戦後７０年の間に我が国の弱体化は着実に進み、人口の減少、

民族資質の劣化、国際外交における地位の低下など国家としての危機に直面している。 

本稿は、「戦後日本の弱体化」の要因について総合知学的な分析を行い、我が国が直面す

る喫緊の課題を克服し、「敗戦国」としての卑屈さを脱却して「新しい祖国」を創るための

処方策を、「日本再生の処方書」として提示する。 

「民族の資質劣化と人口再生能力の低下」問題等を解決して再生した『２１世紀再生日本』

のイメージは、（ⅰ）成功しすぎた日本占領政策を修正するための現行憲法の部分的改正（第

９条、第９６条等）を行い、外交の自主性と主体性を回復した「軽武装」の「積極的平和主

義」を主導する「東アジアの中級国家」であり、（ⅱ）「言語と国籍の門戸開放」を行った「活

力ある開かれた日本社会」である。 

【キーワード】「失われた７０年」、「日本再生」、「日本社会の門戸開放」 

 

【Abstract】 

70years have passed since the defeat at the Pacific War in 1945. During this term, 

Japan has become weak and effete country, and now confronts with many difficulties, 

for example, decrease in population, decay of national quality, lower position in the 

international diplomatic negotiations. 

This essay shows the revived Japanese desirable aspects from the defeated and declined 

status after the Pacific War in 1945. 

【Ｋey word】 

Lost 70years after the Pacific War、Aspects of revived Japan、Open the door policy of 
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はじめに 

（１）戦後日本の「敗戦国」としての「失われた７０年」 

ⅰ）昭和２０年（１９４５年）８月１５日は「終戦の日」とされて、我が国は太平洋戦 

争に完膚なきまでに敗れ、いまだ経験がなかった「敗戦国」となった。こと筆者に 

関しては、戦時中（昭和１４年９月）の生まれであるので、敗戦の翌年に小学校に 

入学した。即ち、物心ついたときは「敗戦国」であったし、「敗戦国としての惨めな 

悔しい歴史」しか知らない。しかも、小学校入学の前年は敗戦直前で米軍の無差別 

攻撃を受け、防空壕や松林の中に逃げ込んだことや、Ｂ２９による爆弾投下、艦砲 

射撃、長崎への原爆投下など米軍の圧倒的強大さと日本軍の非力さを痛切に体験さ 

せられた。 

  ⅱ）それに続く「６年間の占領統治政策」による「敗戦国としてのマインドコントロ 

ール」、即ち「日本の国家意識の徹底的否定」は予想以上に成功した。ＧＨＱから 

与えられた草案に基づく「日本国憲法」を「平和憲法」・「不磨の大典」として崇め、 

卑屈な「平和主義・不戦の国家」として「戦後７０年の経済的繁栄」を謳歌する間 

に、「国家としての致命的弱体化」が着実に進展して来たのである。 

   ⅲ）この敗戦国としての日本人の心の桎梏「マインドコントロール」は、自らの意思 

と努力で解除しなければならない。戦後民主主義者の言う「国際社会において名誉 

ある地位を占める（憲法前文）」ためにも、国際社会において不自然・非常識でな 

い「普通の国家」に組み替えるべき時と思料される。 

（２）戦後日本の致命的弱体化は「敗戦国」として当然の帰結 

  ⅰ）地政学的には、我が国は「四方を海洋に囲まれている島嶼国」であり、騎馬によ 

る直接的侵略から免れて来た。また、政治的には、徳川幕府の「鎖国政策」により、 

国民の海外雄飛・対外的発展が禁止され、ひたすら「内向きの２６０年」を過ごす 

という痛恨の「民族的自閉症」の歴史を持った。長崎におけるオランダ及び中国と 

の限定的通商関係が続けられてきたとはいえ、「鎖国政策」の下では「徳川幕府に 

よる徳川氏のための国内統治体制」が徹底され、国民の海外雄飛は禁止され、海外 

情報も著しく制限された。 

  ⅱ）我が国の対外戦争経験は、①西暦６６３年：「白村江の戦い」における「（九州）倭 

国の唐・新羅連合軍への敗戦」（この敗戦により「朝鮮半島における権益」を失っ 

た。）、②文永１１年（１２７４年）：「文永の役」及び弘安４年（１２８１年）：「弘 

安の役」において「蒙古（元）・高麗軍を撃退」してから「６１０年」の長きの間、 

我が国は対外戦争を経験して来なかった。しかも、この「元寇」の勝利の功名争い 

において「我が国が国難のときには神風が吹く」との根拠なき信仰（神国思想）が 

生まれ、実際に戦った鎌倉幕府の武士達には何の恩賞も与えられなかった。 

  ⅲ）徳川幕府末期における欧米列強の日本へのアクセスの背景、日清戦争（明治２７年 
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（１８９４年）８月～明治２８年（１８９５年）４月）、日露戦争（明治３７年（１

９０４年）２月～明治３８年（１９０５年）８月）に際しての「欧米列強の日本支

援」の歴史的背景と意義を顧慮することなく、２度の対外戦争勝利という自己の成

功体験に自惚れての錯覚が、以降の「満州国の建設」（昭和７年（１９３２年）３

月）～「日中戦争」（昭和１２年（１９３７年）７月～）～「太平洋戦争」（昭和１

６年（１９４１年）１２月～）へと見境なく戦線を拡大し、遂には昭和２０年（１

９４５年）８月の「ポツダム宣言受諾・無条件降伏」により一挙破綻を齎した。 

  ⅳ）従って、近世以降「初めての敗戦」に遭遇した我が国は、米国を主力とする「太平 

洋戦争の交戦国による日本占領政策」の意図する処にも無知であり、何ら疑わず盲 

信して日本的価値観のすべてを捨て去り、「日本占領政策」を歓迎したのである。 

   ⅴ）米国を中心とする「日本占領政策」は、事前に十分研究されたものであり、見事な 

演出であった。平和憲法（「日本国憲法」）、「教育基本法」などを骨格とする「敗戦 

国日本が軍事力を持った国民国家として再起することは半永久的に許さない」とい 

う「占領国側の強い歴史的意図」を理解することが無かった。戦後７０年の「敗戦 

国としての歴史」は、世にも不思議な「戦争を否定し、平和を願い、ひたすら祈り 

を捧げる卑屈な内向きの国家」としての歴史である。その間に「日本国の弱体化」 

は着実に進展してきているが、この「弱体化」は疑うことを知らなかった「敗戦国」 

としての当然の帰結である。 

（３）「戦後日本の弱体化」を克服しての『２１世紀日本再生』の必要性 

   平成２７年（２０１５年）は、昭和２０年（１９４５年）８月１５日の「終戦の日」 

から７０年の節目の年である。戦後７０年の間に我が国の弱体化はあらゆる分野で着 

実に進み、人口の減少、民族資質の劣化、国際外交における地位の低下など、国家と 

して存亡の危機に直面している。早急に「戦後の弱体化」を克服して、民族の活力を 

取り戻し「新しい国家として再生」しなければならない。そして、「国家と民族の尊 

厳と誇り」を取戻し、臆することなく対外的に主張して行くことを希求する。 

（４）本稿の構成は、第１章において「『戦後日本の弱体化』の指標項目」として「計１３ 

項目」を挙げてその要因を分析するとともに、第２章においては「『戦後日本の弱体 

化』を克服するための『日本再生の処方書』」として、第１章で挙げた「戦後日本の 

弱体化の指標：計１３項目」に係る「日本再生の具体的処方策」を述べている。 

（５）「民族資質の劣化と人口再生能力の低下」問題等を解決して「日本再生２１世紀維新」 

とも言うべき「国家の再構築」を成し遂げた後の『２１世紀再生日本』のイメージは、 

（ⅰ）成功しすぎた日本占領政策を修正するための現行憲法の部分的改正（第９条、 

第９６条）を行い、外交の自主性と主体性を回復した「軽武装」の「積極的平和主義」 

を主導する「東アジアの中級国家」であり、（ⅱ）「言語と国籍の門戸開放」を行った 

「活力ある開かれた日本社会」である。 
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第１章 「戦後日本の弱体化」の指標項目 

§１．「戦後日本の弱体化」の指標１３項目 

   下記の「計１３項目」を考える。要因としては国内要因と国際要因が相乗している。 

   （１）民族資質の劣化と人口再生能力の低下 

   （２）国家目的・意識の喪失と自虐的否定 

   （３）産業・経済の弱体化 

   （４）国際収支基調の変化と貿易収支の赤字転落 

   （５）国際資本収支の弱体化 

   （６）国内統治能力の劣化 

   （７）国を考える政治家・「宰相の器」の不毛 

   （８）世界史の深層歴史観の欠如 

   （９）国際外交能力の欠如・東アジア外交の稚拙 

   （１０）報道界・言論界の幼稚化・倭人化 

   （１１）国際言語使用における「日本語」の孤立 

   （１２）「単一大和民族」としての「日本社会」の行詰り 

   （１３）琉球処分と「沖縄問題の宿啊化」 

 

§２．【（１）民族資質の劣化と人口再生能力の低下】の具体的指標 

  「民族資質の劣化」及び「人口再生能力の低下」に関しては、以下のように、致命的な 

   事態が進行している。 

（１）合計特殊出生率の低下（１．１～１．３程度を３０年以上放置） 

   ①夫婦の間で自然に子供が生まれる割合：約４０％～４５％ 

   ②医者の助けを借りて子供が生まれる夫婦の割合：約３０％ 

   ③子供を生まない又は子供が生まれない夫婦の割合：約２５％～３０％ 

   ④子育ての困難さから「子供は１人で結構」との傾向が強い。 

 （２）人口の減少と超高齢化社会の進行 

 （３）結婚忌避症：結婚適齢期の者の約３０％が非婚 

 （４）男性における異性接触忌避症の増大 

   ①２０代男性の約４割が「女性との接触」を嫌がっている。 

   ②身近かに女性がいても、「接触衝動が起こらない体質」となっている。 

   ③「身体は男の形をしていても、中身は男ではない人類」が出現している。 

    ④自分の子孫を残すという「男の本能」を失っており、一人暮らしに閉籠っている。 

（５）運動能力の低下 

 （６）体格の貧相化―不揃いの体形 

 （７）偏食の進行―栄養失調の増加―生殖器官の発達障害 



 

 

総合知学会誌 Vol.2014/1 

 

37 

 

  （８）自己規律の喪失―規律ある生活、部屋の整理・清掃ができない 

  （９）社会構成員としての失格者の増加、全国的な学級崩壊の進行 

  （１０）思考能力及び学理能力の低下―数学・物理が理解できない 

 

§３．【（１）民族資質の劣化と人口再生能力の低下】の主たる要因 

  §２．（１）～（１０）で述べた「民族資質の劣化と人口再生能力の低下」に係る具 

体的指標は、次の「３つの主たる要因」から生じていると整理できる。 

   ①「ホルモン様化学物質」及び「食品添加化学物質」の継続的摂取による身体的影響 

の顕在化 

     (ⅰ)「ホルモン様化学物質」は、体内の「ホルモン・レセプター」と結合してしま 

うため、体内に摂取されると『女性ホルモンの分泌があったのと同じ効果』を生 

じ、生体内のホルモンのバランスが崩されてしまう。 

この「生体内のホルモン・バランスが崩れること」により、男性は「男らしさ」 

を失い、女性は「女らしさ」を失う（攻撃的となる）ことになり、各種の身体的 

影響が生じる。 

     (ⅱ)「ホルモン様化学物質」の影響が疑われる主な健康影響    [参考文献３参照] 

    【精子への影響】 精子数の減少、精子の運動率の低下、精子の奇形率の増加 

    【子宮への影響】 子宮内膜症、不妊症 

    【がん】 精巣がん、前立腺がん、乳がん、子宮体がん、卵巣がん 

    【免疫異常】自己免疫疾患、アレルギー 

    【先天異常】尿道下裂、停留睾丸、少陰茎、精液の異常 

    【発育障害】性的早熟 

    【神経系への影響】生殖行動の異常、発達障害（脳など）、性機能障害、情緒障害 

    （ⅲ）学校給食の全国的実施と加工食品の普及に伴う「ホルモン様化学物質」及び「食 

品添加化学物質」の継続的摂取による身体的影響は、北海道～沖縄まで共通の現 

象となっている。 

    （ⅳ）政府調査による「ホルモン様化学物質の『現在の環境濃度』程度では、人体へ 

の影響は認められなかった。」との意図的データのねつ造により、「現行規制基準 

で差支えない」とされ、「ホルモン様化学物質問題」は一気に下火となった。 

  ②「情報化社会の急激な進展」に伴う「個人の神経・情操の破壊」と「健全な家庭生 

活秩序の破壊」 

（ⅰ）過剰なディジタル情報刺激の氾濫による自律神経失調と人格の破壊 

幼児の頃からの「ゲーム機」、「パソコン」、「ＴＶゲーム」、「ＴＶ録画」、「携帯電 

話」等の「ディジタル情報」の間断なき過剰刺激により、大脳皮質の発達は阻害 

され、自律神経は狂わされ、人格が破壊されて情緒障害となり、正常な人間とし 

ての思考活動ができなくなっている。 
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   （ⅱ）「家庭生活秩序」の破壊 

    家庭の主役は「情報機器」となり、「父親、母親から教えて貰うこと」がなくな 

ったため、「子供は親の権威に従うべき」との家庭生活の秩序が失われた。 

   ③「男女平等共働き社会」の進展による「男女平等の雇用と賃金体系」の普及による 

    児童（再生人口）の資質劣化 

(ⅰ)両親が働くため帰宅が不規則となり、子供の栄養摂取が偏り、「栄養失調」によ 

る体力低下、運動神経の劣化、知能発達不良が進んでいる。 

    （ⅱ）子供の自堕落な生活態度を矯正するべき両親が不在若しくは両親自体の怠惰の 

ため、体型不良、姿勢不良の国民が大量に生産されている。 

 

§４．【（２）国家目的・意識の喪失と自虐的否定】とその要因 

（１）「日本国憲法」（施行：昭和２２年５月３日）について 

   ①施行後６８年を経過したが、ずしりと重い「国家の桎梏」となっている。 

   ②「敗戦国日本が軍事力を持った国民国家として再起することは半永久的に許さない」

ことを目的にして、ＧＨＱが案文を作成した。（案文起草者はフリーメーソンのメ

ンバーであったと言われている。） 

   ③第９条第１項：戦争放棄 

       第２項：戦力不保持、国の交戦権の否定 

   ④第９６条：改正条項 

      （ⅰ）各議院の総議員の３分の２以上の国会発議 

      （ⅱ）国民投票での過半数の賛成 

       ＊ＧＨＱは半永久的に「憲法改正ができない条項」を入れておいた。 

（２）教育基本法（平成１８年１２月２２日法律第１２０号：同日施行） 

    ①前文において「教育基本法（昭和２２年法律第２５号）の全部を改正する。」と規

定されており、一応の修正対応がなされている。 

  ②前文後段 

    「ここに、我々は、日本国憲法の精神にのっとり、我が国の未来を切り拓く教育の

基本を確立し、その振興を図るため、この法律を制定する。」 

    ③第１条（教育の目的） 

    「教育は、人格の完成を目指し、平和で民主的な国家及び社会の形成者として必要

な資質を備えた心身ともに健康な国民の育成を期して行われなければならない。」 

    ④当初法の施行後、６８年を経過しており、「既に３世代が平和教育の下で教育され 

てきていること」の遺伝子的影響は大きい。 

（３）これらの「法律における非武装・平和主義」は、国家それ自体の自虐的否定とな 

り、そこから脱却できない「日本国」が弱体化し、滅びることは不可逆的進行であ 

る。 「日本が戦争に負けたのは、日本が戦争を仕掛けたからだ。だから、軍国主
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義、国家主義、愛国心はすべて否定しなければならない。」と教え込まれ、強烈な

自己否定・懺悔主義に走ることとなった。ＧＨＱの占領政策は、予想以上に成功を

収めたことになる。 

 （４）我が国が「敗戦後の弱体化」から脱却して、真に「日本再生」を実現するためには、 

「精神面の再生」も不可欠である。「国家と民族の尊厳と誇り」を取り戻して、臆す 

ることなく対外的に主張して行かなければならない。 

 

§５．【（３）産業・経済の弱体化】とその要因 

（１）「産業・経済の弱体化」には、国内要因と国際要因（為替レート、後開発国の追い上 

げ等）が相乗的に関係している。 

（２）産業の国際競争力の低下の要因 

   ①為替レートの自由化による「円高の進行」と、「日銀の逆噴射的デフレ政策」 

＊頭の固い日銀総裁と民主党政権による「円高の放置」と「人災デフレの放置」 

   ②製造業の国内工場の閉鎖と海外移転 

    ＊国内での若年層の失業の拡大と「有期雇用契約」への変更は、収入の減少と結婚 

     難を齎している。 

    ＊海外立地による「製品の逆輸入」による「ブーメラン効果」により国内メーカー 

は痛打を受け、工場閉鎖に追い込まれている。 

   ③最先端技術の海外流失と移転  

    ＊国内工場の閉鎖に伴い、職を追われた５０歳代の「窓際族」が「シニア技術者」 

として海外製造業に招聘され、持っている「最新の生産技術とノウハウ」を伝授 

している。２年程度で「技術の伝授」が終わると契約は解除され、「最早先生か 

ら教えて貰うものは何もない」として「お払い箱」となり帰国させられる。 

   ④製造業における「後開発国」の追い上げ 

    「後開発国の製造業」は、(ⅰ)「世界最先端の製造設備」を装備すること、(ⅱ)品 

    質管理は「ＩＳＯ規格」、「ＩＥＣ規格」に準拠して行うこと、(ⅲ)労働者の賃金は 

    圧倒的に安いこと、(ⅳ)輸送コスト・流通コストの安いところに工場を立地するの 

で、常に「先進国の製品」を駆逐する競争力を有する。 

   ⑤国際価格競争、製品開発競争における「国内工場生産システム」の敗北 

    ＊価格の安いマルチの部品の取合わせによる「コストダウン戦略」に敗北した。 

   ⑥人口構成の老齢化により、国民全体の経済活動が不活発となり、国内市場が縮小し 

た。 

 

§６．【（４）国際収支基調の変化と貿易収支の赤字転落】とその要因 

（１）「円高為替レートの放置」と「製造業の海外立地の進展」により、「輸出の減少」＆ 

「製品輸入の拡大」が進行し、「我が国の国力の源泉」であった「貿易収支」が「赤 



 

 

総合知学会誌 Vol.2014/1 

 

40 

 

字転落」するところとなった。 

（２）平成２４年（２０１２年）１２月２６日の自由民主党の政権復帰（安倍晋三第９６ 

  代内閣総理大臣就任）により、「円安の実現」はできたが、まだ「製造業の国内回帰 

  と輸出の拡大」までには至っていない。薄氷を踏む思いの経済政策である。 

 

§７．【（５）国際資本収支の弱体化】とその要因 

（１）現在の「海外投資の残額」は輸出力最強であった頃の「貯え」であり、その成果の 

受け取りにより貿易赤字を補っている。 

（２）国内製造業の不振・敗退による「製造業の消滅」等により、国内での企業活動での 

利益は少なくなっているので、「海外投資に回す資金」は残せない。極めて危険な「衰 

退」の兆項である。 

（３）「国際資本収支の黒字基調」は、我が国の経済力のバロメーターであるので、ぜひと 

   も維持すべき指標である。 

 

§８．【（６）国内統治能力の劣化】とその要因 

（１）国内統治は「政治」によって行われるので、「国内統治能力の劣化」の問題は「政治 

力の劣化」即ち「政治家の国家統治能力の劣化」問題である。 

（２）具体的には、政権与党の政治家・国会議員の「国家統治能力」としては「政策形成 

能力」、「立法能力」、「国家システムの運営能力」、「外交防衛能力」等が求められる。 

（３）これらの「国家統治能力」は、一朝一旦にして修得できるレベルではなく、「国家統 

治：国家経営」という「高い志」を持って長期的観点から以下のような能力を獲得し 

て行くことが求められる。 

 ①「国家統治に必要な学問」を修めて、「世界第一級の学識」を獲得する。 

 ②世界の歴史を動かした「神の意思」及び「国際政治と歴史の深層」を深く理解す 

る。 

＊このような「国際政治と歴史の深層に関する知見」は、我が国の大学では全く 

教えない領域である。 

    ③数か国語を使いこなし、国際政治における発信能力を獲得する。 

    ④国家指導者としての判断力と組織統率能力を備える。 

     ＊戦後の大学教育の普及により「世界的に見て低レベルの学識水準」しか与えら 

れない「大学ごっこ」の中で大学卒業資格を与えられて以降、「著しく幼稚な学 

識水準のままの国会議員や官僚」が大量に生産されている。 

（４）「政治家：国会議員」の地位を「立身出世の道」、「偉くなって地元民にひけらかす 

ための地位」として位置付ける輩が圧倒的に多かった。現在の「小選挙区制」下で 

の国会議員は「選挙の際、自分の名前を書かせること」に汲々として、「日々の活 

動も演説の話題も身近な話題に限ってよい。」との傾向にある。即ち、議員本人の 
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関心事も「街頭演説の話題レベル」に止まり、「志の高い政治家（憂国の士）」、「国 

家の経営に責任を果たす本来の政治家」を目指す政治家は出なくなっている。 

（５）民主党政権の幹部たちは特にひどかったが、自由民主党の幹部首脳も「外国の首脳」 

と比べると、「政治家としての資質と識見」に欠け、「軽輩のそしり」を免れない。 

（６）「政治家の国家統治能力が欠けてくる」と、「国家の年度運営は、ヴィジョンなき官 

僚に支配される」ところとなる。「政治家と官僚の力関係」は、「政治家に官僚を超 

える国家統治能力があるかどうか」で決まる。 

 

§９．【（７）国を考える政治家・『宰相の器』の不毛】とその要因 

（１）『宰相の器』と評価される内閣総理大臣は、吉田茂氏、岸信介氏、池田勇人氏、佐藤 

栄作氏、田中角栄氏、最後に中曽根康弘氏をもって終わる。 

（２）以降の内閣総理大臣は、軒並み、「政策能力不足」、国際政治の理解力不足」、「自己 

   能力過大評価」の傾向が強く、『宰相の器』とは程遠い人物であった。但し、小渕恵 

三氏は「沖縄問題の理解と配慮」という面で「人格的に宰相の器」であったと惜し 

まれる。 

（３）「なぜ、『宰相の器』の人材が育たなくなったのか」を分析し、『宰相の器』たる人材 

の育成方策を構築しなければならない。 

＊米国の場合、「２年に亘る大統領候補者指名選挙戦」を通じて、「候補者の大統領と 

 しての資質と適性」が判断され、国民により選択される仕組み。 

＊英国の場合、保守党及び労働党の中で「神の見えざる手」により「素質のある者」 

が選ばれ、いつの間にか首相候補者が養成されている。 

   ＊欧米では、国家の政策意見を形成するシンクタンク等の民間組織グループがあり、 

政治家の資質を見抜いて養成する知恵を有している。また、このようにして時間と 

機会を与えなければ、『宰相の器』には育たないことが歴史の教えである。 

 

§１０．【（８）世界史の深層歴史観の欠如】とその要因 

（１）世界の歴史には「表の歴史」と表には出ない「深層の歴史」がある。「表の歴史」 

だけでは世界で起こっている事象の把握は十分でなく、一国の外交を「読み誤らせ 

ること」になる。これを避けるためには、「国際政治の深層でどのような歴史操作が 

行われているか」を十分に読み込んで外交を展開しなければならない。 

「近世以降の世界史」は、「フリーメーソンによる歴史操作」、「国際シオニスト組織に 

よる歴史操作」、「爬虫類人間（Ｒｅｐｔｉｌｉａｎ）」による歴史支配」、「イルミナ 

ティによる歴史操作」、「英国王室の世界史における役割」（なぜ、英国だけが世界国 

家となり、人口が増えたのか）、「ビルダーバーグ会議における国際金融・経済政策の 

調整と統一」、「米国国際問題評議会（ＣＦＲ）における国際政治の枠組みの議論」な 

ど、「表に立たない深層の民間組織」により世界の歴史の方向が決定され、「これらの 
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組織により選ばれた人物が『政治家』として表舞台に立って歴史を演じていること」 

を「国際政治と歴史の深層」として弁えておく必要がある。 

（２）国際外交において、このような「欧米では世界政治の基礎的教養として共通認識で 

ある事項」に無知な人材は、「国際政治家」とは認められず、その発言は国際会議に 

おいて相手にされない。 

（３）勝てるかどうか自信がなく、びくびくしながら始めた「日清戦争」（１８９４年８ 

月～１８９５年４月）の勝利は兎も角、圧倒的に強大なロシアとの「日露戦争」（１ 

９０４年２月～１９０５年８月）に「なぜ日本が勝利することができたのか」を世界 

史の常識に照らして深層を分析し、国民にしっかり提示した文献は見当たらない。 

「ポーツマス条約」締結（１９０５年８月）後の日本においては、欧米列強による「極 

東におけるロシアの南進政策を食い止める防波堤としての日本」に対する協力支援を 

忘れて、「旅順攻略」、「奉天会戦」、「日本海海戦」などの勝利を「日本海軍、日本陸 

軍の自力勝利の成功物語」として語り尽くされた。結果的に「夜郎自大」の自惚れが 

増長し、冷静な深層歴史観を見失い、歴史の真実を否定してしまった。  

以下のような「日露戦争」における国際政治の背景と深層は見過され無視されている 

のではないか。 

 ①なぜ、英国は「日英同盟」（１９０２年１月）を結んでくれたのか。 

 ②なぜ、英国、米国、仏国が日本海軍「連合艦隊」の戦艦等を供給してくれたのか。 

 ③なぜ、ユダヤ人金融業者（ヤコブ・シフ）が戦費（２億５千万円）を立て替えて

くれたのか。 

        ④なぜ、ロシアの「バルチック艦隊」は回航の途中（南アフリカ・インド、シンガ 

ポール）で上陸・補給ができなかったのか。 

 ⑤なぜ、戦後の講和に当たり、米国大統領が斡旋と仲裁に出てくれたのか。 

（４）「満州国」建国における歴史の誤り 

①ユダヤ人は古代ローマに国を滅ぼされて以来、土地を持たされず２０００年近く世

界各地をさまよって来ていたが、１９世紀の初めから「ユダヤ人の国を作りたい」

との民族の宿願を果たすため、「国際シオニスト組織」による「シオニスト運動」

を展開した。 

②パレスチナにおける「ユダヤ人国家の建設」を英国がなかなか認めないため、彼 

らはパレスチナ以外の地に「建国の候補地」を探した。古代ローマに国を滅ぼさ 

れた際に「消えた１０部族」の足跡を求め、「ユダヤ教の風習の名残り」のある所 

「６か所」を「ユダヤ建国の候補地」として挙げていた。（第６の候補地が「日本 

の四国」であったとの説もあり、そのため「日ユ同祖論」が用意された。） 

③１８７１年ウイーンにおいて「最高法院会議」が開かれ、第１の候補地として「清 

国の東北地区：満州」に「ユダヤ極東共和国」を建国することが決定されていた。

この目的を達成するための手段として「ロシア革命」がヨーロッパで画策され、一
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方、極東ではロシアの南進政策を阻止するために「日露戦争における日本への強力

なテコ入れ」が行われ、結果的に日本は「日露戦争に勝利することができた」こと

になる。これが歴史の深層である。 

④中国においては、上海等を起点にした「孫文等を支援」して、満州出自の「清王朝」 

を倒して「辛亥革命」(１９１１年８月)を起こさせた。孫文は、革命に成功して「中 

華民国」を成立させた後、直ちに「満州国放棄宣言」を出して約束を守った。かく 

して漸く「ユダヤ極東共和国」建国の地を確保したのに対して、日本国は満州に兵 

を入れ、廃帝溥儀を擁して「満州国」を建国した（１９３２年３月）。 

⑤１９３１年、上海のユダヤ人らは、日本の「満州国」建設方針に注目し、「国際シ 

オニスト組織」とともに、折からのドイツ・ナチスのユダヤ民族迫害の激化（５ 

００万人以上とも言われるユダヤ難民が洪水のように安住の地を求めて移動して 

いた。）もあって、「５０万人のユダヤ人移民計画」が立てられた。一方、日本で 

もこの難民を救済するとともに、「険しくなっていた日米関係の打開を図る」こと 

を狙いとして、１９３８年、近衛文麿内閣の時に極秘裏に立案されたのが「ユダ 

ヤ満州共和国」構想である。しかし、この構想は「軍部中枢の反対」に会って幻 

に終わった。そればかりでなく、この構想をつぶした日本陸軍当局は、その後、 

「ヒトラーのユダヤ人排斥計画」に同調した。 

⑥この「満州国建国」と「ユダヤ人移民の拒否」は、「ユダヤ人の国家建設の第１候 

補地を簒奪し、ユダヤ人の歴史目的を妨害した」こととなり、「神への冒涜」とし 

て「蔭の世界権力」の逆鱗に触れるところとなった。以降、我が国は１９３２年 

１０月の「国際連盟：リットン調査団報告書」の提出に続いて、１９３３年３月 

の「国際連盟脱退の通告」による国際連盟からの脱退に追い込まれた。これ以降

の国際政治における「日本の扱い」は、「日本の膨張は許さない。丸裸になって明

治維新当初の領土の範囲に戻れ。」と要求されるところとなった（ハルノート等）。 

⑦極東に作られた「ユダヤ人自治州」＝ビロビジャン共和国 

 昭和３０年代の高校の「世界地図」には、「ソビエト社会主義共和国連邦」（ソ

連）の内の共和国として、旧満州国の北辺に「ユダヤ共和国」が表示されていた

記憶がある。「満州国」との関連において、この「ユダヤ人自治州」について、

補筆することとしたい。 

ⅰ）「ソビエト社会主義共和国連邦」（ソビエト連邦）の成立以降の１９２０年代 

のソビエト連邦においては、各地に自治共和国や自治州など「民族の自治行政 

単位」が次々と創設された。ソビエト連邦内には多くの民族が共存していたが、 

ユダヤ人と他民族の違いは「ユダヤ人だけが土地を所有していない」ことであ 

った。 

ⅱ）そこで、ソビエト連邦政府は「ユダヤ人に土地を与える計画」として「ビロ 

 ビジャン計画」を決定した。「ビロビジャン」は極東地方：アムール川支流域の 
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「ソ満国境沿いの町」で、ここにユダヤ人を移住させてユダヤ人の自治領を設け、 

 将来はソビエト連邦を構成する「共和国に昇格する」とされた。計画から６年 

後の「１９３４年５月」には、正式に「ユダヤ人自治州」となった。 

ⅲ）しかし、「ビロビジャン」は寒冷な気候と低湿多雨地帯であり、農業と定住に 

は不向きであったため、入植者は増えず、入植しても撤退する者が多かったの

で、この計画は成功とはならなかった。 

ⅳ）現在も、この「ユダヤ人自治州」（旧「ビロビジャン共和国」）は、ロシア連 

   邦の極東地方に残る唯一の自治州として地図に示されている。 

 

§１１．【（９）国際外交能力の欠如・東アジア外交の稚拙】とその要因 

（１）戦後の「吉田外交の選択」としての「日米安全保障条約」の締結 

   昭和２６年（１９５１年）9月 8日の「日本国との平和条約」（於サン・フランシス 

コ）の署名に当たり、当時の吉田茂内閣総理大臣は「当面の日本の外交方針」として 

「日本国とアメリカ合衆国との間の安全保障条約」（署名：昭和２６年 9月 8日）を、 

自己の責任において単独署名により締結した。 

（２）「軽武装国家」＆「対米従属国家」としての選択 

   吉田内閣総理大臣は「当面の選択」として「軽武装国家」を選択したが、実質的には 

「対米従属国家」としての位置づけを選択したことになった。 

（３）このように外交の自主性と主体性を放棄した日本には、今後とも「東アジアにおけ 

る中級国家」＆「対米従属国家」としての道しか選択の余地がなかったと言える。 

自衛隊の継戦能力（２～３週間が限度）、資源・エネルギー及び食糧の海外依存等を 

客観的に考察すると、海洋国家の我が国にとって「米国依存」は最も確度の高い選択 

であったと評価される。 

（４）中国の対日外交の基本方針 

   ①共産党一党独裁体制を維持するためには、その権力の正統性の根拠として「対日抗 

戦と勝利」を位置付けている。そのため、末永く「日本軍の中国侵略」、「南京虐殺」 

などを誇大に挙げつらい、国民の愛国教育の材料とする。 

   ②国内の腐敗、不平等に対する国民の不満をそらすためには、「外国との利害対立＆ 

戦争」を煽ることが最も都合が良い。 

   ③日本からの賠償資金見合いの協力資金を吸い上げるため、常に「日本の中国侵略」 

を非難し、経済協力、技術協力を継続させ、得られた資金は「第 3国援助」に回 

していたと言われる。 

   ④日本の国際政治における地位を貶めるため、日本が「国連の安全保障理事会の常任 

理事国になること」には絶対反対する。「アジアの常任理事国は中国をもって十分 

である」との露骨な既得権益擁護の立場である。 

   ⑤「尖閣諸島」という領土問題で日本を脅し主権を侵略すると、軍隊は欣喜雀躍し、 
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国民は愛国心が高揚する。「尖閣諸島」を日本から簒奪すれば大きな外交上の成 

果となり、南沙諸島の領有問題でも有利となる。（最新鋭の装備を持った軍隊は、 

常に戦争をして武器の性能を確かめたいと考える。） 

   ⑥中国の覇権主義は、「陸上では清朝乾隆帝時代の最大版図」、「海上では明時代『鄭 

和将軍』の海洋覇権（インド洋、アラビア海まで）の海域」を「中国の神聖な領土・ 

主権海域である」と主張する。 

   ⑦「沖縄」（琉球）については、明及び清の時代を通じて「冊封関係にあった準中国 

王朝の領土」であるから、「琉球全体が中国の準領土」であり、中国に返還すべき 

であると主張して外交上のカードとする。 

（５）韓国の対日外交方針 

   ①古代の日本国は、「朝鮮半島からの入植者が作った植民地国家」であると決めつける。 

   ②「古代日本語は朝鮮古語から派生」しており、「万葉集も古代朝鮮語で解釈すると意 

味が明確になる」と言語学的に証明できると主張する。 

③文字も仏教も朝鮮が伝えたものであり、歴史書の編纂（日本書記）も半島からの 

「渡来人」（入植者）が行ったものであると主張する。 

   ④にも拘わらず、「秀吉の朝鮮出兵」と「伊藤博文の朝鮮併合」は、「神への謀反」で 

あり、絶対に許すことはできない。「歴史認識」とは「日本国家がその成立以来朝鮮 

王朝に世話になっていること」に感謝し、「朝鮮人に対する差別と蔑視」を止め、「謀 

反を起こしたことを永遠に謝罪し続けること」である。 

   ⑤日本に対する「日帝３６年の植民地支配」に対する復讐のため、あらゆる分野で日 

本と対決し、日本を貶め、日本の産業を撃退し、日本の息の根を止めるまで止めない。 

   ⑥「竹島問題」は「日本に勝利する戦争」であり、格好の愛国心の高揚材料である。 

日本が諦めるまで占領を既成事実化する。「竹島問題に関する日本の反論」はすぐに 

咎めて許さない。軍事力のない「平和憲法の日本」は攻めて来ないので怖くない。 

     ⑦戦後の日本人は「国家と民族の尊厳と誇り」を持たないから、いくら悪口を言って 

も反論もしないし行動もしない。「日帝３６年の出来事」はすべて「植民地支配の 

搾取である」として非難し続ける。「日韓基本条約」、「日韓請求権並びに経済協力協 

定」等に書いてあることは、いつでも無視しても構わない。 

（６）これら両国の対日外交方針を克服し、対立を止揚する我が国の「東アジア外交政策」 

を構築すべきであるが、弱腰の外務省の外交官は「日本統治下の朝鮮半島の実績」、「日 

中戦争下の現地事情」を詳しくは学習していないから、何の反論・提言もなしえない。 

（７）外交は「武力」を背景にした「口けんか」であり、戦後処理を終わらせて「平和条約 

  を締結した」後においては、国際法に基づき両国の外交関係は維持されるべきである。 

（８）外交関係者の人材育成の必要性 

  ①「外交官」は、「外交官試験」に合格し、外務省に採用されることによって「地位 

と身分」が保証され、他の行政職の採用とは異なる。（近年の「公務員制度改革」 



 

 

総合知学会誌 Vol.2014/1 

 

46 

 

により、外交官試験は廃止された。） 

   ②最終的には、「駐箚特命全権大使」として天皇より任命されて任地に赴任する。 

   ③国際交渉に当たっては相手国の言語に習熟している必要があるため、外務省は採用 

後「相手国に３年程度駐在して言語研修を課する研修制度」を設けている。継続し 

て外交事務に従事する過程で「相手国と本省の間を往復する」ことになり、「スクー 

ル」（米英スクール、ロシアスクール、中国スクール等）が形成される。 

   ④外交官の最終目的は「相手国に駐箚特命全権大使として赴任すること」であるから、 

日本の国益を主張し過ぎて「相手国に赴任を拒否される事態」を避けるため、ひたす 

ら「相手国に友好的な人物」としてゴマを摺る傾向が生まれる。 

   ⑤外交官の育成に当たっては、このような「スクール人事」を行わず、「国益を守るた 

めに身命を賭す外交官」を目標としなければならない。 

 

§１２．【（１０）報道界・言論界の幼稚化・倭人化】とその要因 

（１）明治維新以降の我が国の新聞は、大阪を中心とした「藩閥政府から疎外された人士」 

によって起業された。このため、その論調は常に「反政府的」であった。 

（２）その後、「憲法の制定」、「議会の開設」、「議院内閣制の発足」、「自由民権運動の発展」 

等の政情の進展に伴い、反政府的論調はトーンダウンした。 

（３）憲法制定以降の「日清戦争の勝利」、「日露戦争の勝利」、「第 1次世界大戦への参戦 

勝利」と国勢が発展するに伴い、その「帝国主義的進出を扇動する役割」を担うこと 

になったのは、皮肉であった。 

（４）そして、「満州事変」、「日中戦争」、「日米開戦」と続く間に、国家総動員体制に自ら 

協力し、我が国の戦争と対外進出に協力・貢献しようとした。 

（５）戦後は、ＧＨＱの占領政策に協力する姿勢に転じ、「戦時中の戦争協力の責任」を自 

ら問わず、戦時中の記事・論調をすべて棚に上げて、「良識ある新聞人としての主張」 

を表に出して「民主主義」、「平和主義」、「戦争放棄の平和憲法の番人」を装った。 

（６）戦後の「自分の立位置を進歩的に見せる」ため、米国以外の外国（ソビエト連邦、 

中華人民共和国等）の権威を借りて、日本国政府の批判を執拗に続けた。 即ち、我 

が国のジャーナリズムの思想的主体性は全くなく、常に「反日的であった」と言える。 

（７）我が国の報道界、言論界は、「対中国外交政策」、「対韓国外交政策」等の分野におい 

   て「我が国の主体的外交政策」に関する有意義な提言をしていない。「国家有事を覚 

悟して、国家主権を守るべし」との責任ある提言をせず、「相手国の主張を丸呑みで 

報道する」だけの惨状に止まっており、「幼稚化・倭人化」の極みである。 

（８）中国の言う「日中友好」とは「日本が中国の言いなりになること」であるとの指摘 

さえ躊躇している。報道界・言論界の「幼稚化」、「倭人化」は極まっており、「我が 

国の弱体化」を象徴している。英国、米国、仏国等の新聞・報道の姿勢に比べて遥か 

に「卑怯」で「臆病」である。 
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（９）我が国は、「植民地を長く支配したことがない」、「外国からの留学生等に教えたこと 

がない」、「周辺の文化の遅れた国に対し、『詐術』をもって誘導したことがない」、「徳 

川幕府の鎖国の影響が遺伝子として刷り込まれている」ので、国民は「海外に進出し 

て、そこで生き延びて人生を終えること」は考えない。「最後は日本に帰って、畳の 

上で死ぬ」ことを望むのである。このような「国際経験の浅い国家と国民」が変転目 

まぐるしい世界の歴史において、生存競争に敗れ衰亡するのは歴史の必然である。 

 

§１３．【（１１）国際使用言語における「日本語」の孤立】とその要因 

（１）欧米の言語は、キリシア語を源流としてローマ帝国のラテン語から派生しているの 

で、語彙的及び文法的特徴において類似性、共通性を有しており、互いに理解しやす 

く、発音しやすい構造となっている。 

（２）一方、日本語は「ウラル・アルタイ語系に分類されるが、言語学的に２，０００年 

以上の孤立性を示しており、文法的共通性は一応認められるものの、語彙的及び発音 

の類似性・共通性を有する言語はなく、『孤立言語』である。」とされている。 

（３）日本語の特徴は、文法（語順）の共通性は別として、「母音数が５個に限られてい 

ること」である。日本語を学習する外国人から見ると「極めて聞き分けやすく、発音 

しやすい言語」となっている。今後「日本語」の文法と表現方法を整理し、「外国人 

に教えやすい・外国人が学びやすい日本語」に洗練すべきである。 

（４）逆に、「５個の母音」だけで成長した日本人には、「母音が１０個以上もある言語」 

は「聴覚が固まった１５歳以上の日本人」には「聞き分け・発音とも難しい」ことと 

なる。「小学校からの外国語教育は、日本の国際化にとって不可欠の教育方針」とし 

て維持しなければならない。 

 （５）日本社会は、「世界の公用語としての英語」のほか、日本社会の活性化のため外国 

人が容易に来日し定住できる「複数の言語が通じる社会」に変革すべきである。 

 

§１４．【（１２）「単一大和民族」としての「日本社会」の行詰り】とその要因 

（１）明治維新以降の「近代国家としての日本国」の建設を急いだ結果、「大和の朝廷一元 

説」に基づく「皇国史観」が強調され、「単一大和民族」の概念が広められた。戦後の 

占領政策により「皇国史観」は一応否定されたが、現在も潜在的歴史観として文部科 

学省、日本歴史学会、ＮＨＫ等のジャーナリズムにおいて、「古事記」、「日本書記」等 

が「国の正史」とされ、それ以外の学説は無視される「歴史の貧困」が続いている。 

結果として、報道では「純粋で美しい日本」が強調され、ひたすら内向きに日本を見 

つめるよう誘導されるので、「日本社会の門戸開放」は進まない。 

（２）その結果として、「人口の減少」、「日本社会の活力の喪失」、「中山間村の人口流失・ 

地域社会の崩壊」が進んでおり、「単一大和民族の日本社会」は完全に行詰りとなって 

いる。人口再生能力を失った「日本社会の再生」には、外国からの留学生の受入拡大・ 
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定住化促進等「国籍と言語の門戸開放」が不可欠である。 

§１５．【（１３）琉球処分と「沖縄問題の宿啊化」】とその要因 

（１）「沖縄問題」に関しては、箱根から東の「首都東京が存在する関東地域（坂東の地）」 

で育った人達には「外国の問題」であり、「国民共通の問題として痛みを共有する意 

識」は薄い。関東地域（坂東の地）で育った人達にとって、「沖縄問題」は徳川家康 

の了解の下での「島津氏の琉球侵入」（慶長１４年（１６０９年））及び「明治１２年 

（１８７９年）の琉球処分」以降、何ら認識は変わっていない。 

しかし、沖縄県民の心情は「日本は沖縄を３度犠牲にした」ことへの恨みであり、 

今後の沖縄県民の本土への反感と「沖縄の独立問題」は「日本の宿啊」となろう。 

（２）日本が「沖縄を３度犠牲にした」歴史の事実は、次のとおり。 

   【第１次】慶長１４年（１６０９年）「島津氏の琉球侵入」 

    島津氏は徳川家康の了解のもとに約３，０００名の兵をもって琉球国に侵入した。 

    尚寧王は捕虜となり、島津家久に伴われて江戸に連行され、徳川家康に拝謁した。 

    しかも、尚寧王の帰国に当たり、島津氏は琉球国の領土の内「与論島以北の奄美諸 

島」を簒奪して島津領としたため、琉球国の領土は「南西諸島の内の沖縄諸島」及 

び「琉球諸島」だけに半減された。加えて、島津氏は１６３１年には「琉球在番奉 

行」を設置して、「常時駐在による搾取と過酷な支配体制」を強化した。 

   【第２次】明治１２年（１８７９年）日本国による「琉球処分の断行」 

    １８７２年（明治５年）に「琉球藩」となり、尚泰王は「藩王」となり華族に列せ 

られたが、１８７９年（明治１２年）には「琉球藩」を廃止し「沖縄県」を置いた。 

   【第３次】昭和２６年（１９５１年）「サン・フランシスコ講和条約調印」 

    この講和条約において、日本国は沖縄を「１９７２年（昭和４７年）５月１５日の 

本土復帰までの２１年間、米国施政権下に放置」した。 

（３）現在の「普天間基地の辺野古移設問題」への政府及び防衛・外務官僚の取組みは、 

「明治１２年の琉球処分」の時と全く同じく高圧的であり、沖縄県民及び名護市住民 

の心情を逆なでしている。歴代の内閣総理大臣で「（２）で述べたような沖縄問題」 

をライフワークとして最も心を砕いておられたのは「小渕恵三第８４代内閣総理大臣」 

（在任期間：平成１０年（１９９８年）７月３０日～平成１２年（２０００年）４月 

５日）だけであり、「沖縄サミット」の準備中に命を落とされたのは残念でならない。 

（４）沖縄の地域は、「倭人とは異なる民族」が住んでおり、「島津氏の琉球侵入」以前に 

    約３００年に亘る「独立した琉球国の歴史」を有していたことを忘れてはならない。 

    国際政治的見地からは「沖縄県の人達」は、「民族自決」の原則に照らし「日本から 

の独立を求める民族的資格と権利」を有していることを肝に銘じておくべきである。 

  （５）我が国は「沖縄問題の宿啊化」を、なんとしてでも回避しなければならない。 
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第２章「戦後日本の弱体化」を克服するための「日本再生の処方書」 

§１．【処方１】「民族資質の劣化と人口再生能力の低下」を克服するための処

方書 

【再生の目標】 

 （１）「合計特殊出生率」を「２．１～２．２程度」（人口減少を食い止めるに必要な出 

生率とされる。）にまで回復させる。 

  （２）男性には「父性：男らしさ」を、女性には「母性：女らしさ」を取り戻させる。 

 （３）国民の体格と運動能力の向上、体質の健全化を世界水準にまで向上させる。 

（４）健全な社会構成員として、規律と責任感ある「主体的生活様式」を確立させる。 

  （５）健全な体質と「主体的生活様式」の確立により、思考能力及び学理能力を世界水 

準にまで引き上げ、「知的創造能力及び技術能力」を発達させる。 

 【再生の処方策】 

   【再生の目標】を達成するためには、第１章§３．で整理した【（１）民族資質の劣 

化と人口再生能力の低下】の「主たる３要因①～③」を除去する根本的施策を講じな 

ければならない。 

  [１]学校給食及び加工食品における「ホルモン様化学物質」及び「食品添加化学物質」 

の体内摂取の抑制 

(ⅰ)「ホルモン様化学物質」の測定評価において、「食物連鎖による濃縮プロセス」 

を採用して重視するとともに、法令における「ホルモン様化学物質」の規制基準 

を厳しく引き下げる。 

この措置により、（Ａ）男性には「父性：男らしさ」を、女性には「母性：女ら 

しさ」を回復させて、「結婚忌避症」を低下させる。併せて、（Ｂ）第１章§3. 

①（ⅱ）で述べた「ホルモン様化学物質による健康影響」を軽減させる。 

(ⅱ)加工食品に関する「国の食品添加化学物質の規制」を強化するとともに、国民 

の立場から「国の規制状況を監視する第３者監視システム」を確立する。 

   （ⅲ）「学校給食」による栄養管理を充実させることにより、（Ａ）国民の体格を向上 

させるとともに、（Ｂ）大脳皮質を発達させて「思考能力及び学理能力」を世界 

水準にまで引き上げる。 

  [２]「情報化社会の急激な進展」に伴う「過剰ディジタル情報」による「個人の神経・ 

情操の破壊」及び「健全な家庭生活秩序の破壊」からの防護 

    （ⅰ）「過剰ディジタル情報」から児童を保護し、大脳皮質の発達を確保するため、 

家庭内における「情報機器の跳梁跋扈」を抑えるよう「家庭生活様式」を人間 

主体に変革する。 

    (ⅱ)住居、学校等の教育施設、並びに社会インフラにおける「低騒音設計の採用」、

「防音・遮音装置の設置」、「非刺激性のカラーデザインの採用」等の施策を講じ
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て「生活の場を静穏な環境」とする。 

     以上の措置により、「強靭な神経と健全な身体」を保った国民に育てる。 

  [３]「持続可能な人口再生能力」を回復するため、成年男子に対する教育において「男 

としての意識と種の保存に対する責任」を自覚させ、「家族の形成と異性接触意欲」 

を取り戻させる。 

 [４]「生物として当然備わっている本能を尊重する価値観」を持たせ、「家族生活こそ 

が楽しい人生の場である」との哲学を上位に置き、「結婚への願望と意欲を最優先 

する社会システム」を確立して「結婚忌避症」を解消する。 

  [５]「男女平等の社会の在り方」を生物学的に整理して「男女の役割分担の適正化」を 

実現させ、女性に対し「出産・育児における過剰な負担を求めない社会システム」 

を構築する。 

  [６]男性の「生物学的オスとしての身体の適性」を活かして、家計の主たる分担者とし 

て責任を遂行できる「給与体系」及び「雇用体系」とする。 

  [７]女性の「母性に基づく子育て上の役割」を踏まえ、育児期間が終わった後の「身体 

的に過重な負担」をかけない「職場復帰体制」、「所得確保体制」、「家庭内若しくは 

至近距離の就業体制」を確立する。 

  [８]「夫婦が二人以上の子供を生んで育てるための国の支援策」を、「国の人口問題の 

    解決策」として最優先する。このため、「十分な育児手当の支給」を「公費負担」 

で行うとともに、「育児施設の完備」（待機児童：ゼロ）を最優先して実現する。 

この場合、「育児手当」は子供の人数に応じて加給するとともに、「育児施設」は「保 

育園」（厚生労働省所管）と「幼稚園」（文部科学省所管）を統合した合理的施設と 

する。 

  [９]健全な社会構成員としての「規律と責任感」を持った「主体的思考能力と主体的生

活様式」を確立して、「国際社会において通用する人材」に育てる。 

  [１０]学校教育において「健全な身体」を保てるよう鍛錬を施すとともに、世界水準の 

「思考能力及び学理能力」に引き上げ、「知的創造能力及び技術能力」を発達させ 

る施策を実施する。 

 

§２．【処方２】「国家目的・意識の喪失と自虐的否定」を克服するための処方 

   書 

 【再生の目標】 

  （１）「敗戦国としての７０年の歴史」を終らせ、２１世紀の「国際社会において名誉 

ある地位（憲法前文）」を占める「普通の国」としての「国家の目的と意識」を確 

立して、「国家再生の論理」を構築する。 

  （２）現在の「日本国憲法」を修正（第９条、第９６条等）するか若しくは新しい憲法 

を制定し、「他国に対する侵略戦争を否定する」とともに、「自国の領土と主権を守 



 

 

総合知学会誌 Vol.2014/1 

 

51 

 

る強い意思を持った国家」に再生する。 

  （３）外交の自主性と主体性を回復して「積極的平和主義」の提唱と国際貢献により、 

国際社会における我が国の「名誉ある地位」を安定的に確保する。 

   （４）「国家・民族の尊厳と誇り」を取り戻し、臆することなく対外的に主張して行く。 

 【再生の処方策】 

[１]明治維新～昭和２０年（１９４５年）８月の終戦までの「国民国家主義、帝国主 

義的政策」の失敗を反省し、「他国に対する侵略戦争を放棄する」とともに、他国 

からの侵略と恫喝に対しては毅然として「自国の領土と主権を守る強い意思を持っ 

た国家」であることを、具体的防衛力をもって対外的に明確にする。 

   [２]国際社会における誤解と孤立を回避するため、憲法の改正若しくは新しい憲法の 

制定に際しては、十分合理性を備えた「国家再生の主体的・平和的論理」を構築し 

て対外的に説明する。 

[３]「積極的平和主義」による国際平和と秩序の維持に貢献することにより、国際社 

会における我が国の孤立を回避して、我が国の地位を安定化させる。 

   [４]「日本国憲法は不磨の大典である」との偏った意見に関しては、「諸外国において 

は、憲法の改正は『国家基本法の改正』として随時行われていること」に鑑み、「憲 

法はあるべき国家の姿に相応しい条文を持つ『国家基本法』である」として、自由 

闊達に「憲法のあるべき姿」について議論をする勇気を喚起し、機会を提供する。 

 

§３．【処方３】「産業・経済の弱体化」、「貿易収支の赤字転落」、及び「国際資

本収支の弱体化」を克服するための処方書 

 【再生の目標】 

  （１）為替レートの「円安基調」の維持と大胆な金融緩和措置を継続する。 

  （２）貿易収支の黒字基調を回復する。 

  （３）国際資本収支の黒字基調を更に強固なものとする。 

  （４）企業の対外投資のリスク回避策を多角的に構築する。 

  （５）国内市場を開放し、国際資本の自由な活動を保証する。 

  （６）言語政策として「国際公用語としての英語」を「公式な第２国語」として扱い、

完全に普及させる。 

  （７）製品の国際移動を可能とするため、設計・安全基準を国際規格に整合させる。 

  （８）技術と情報が価値を生み、「国力の源泉」であることを認め、これらの部門の人材 

を優遇する企業風土とする。 

 【再生の処方策】 

 [１]企業生産の国内回帰を促進するため、長期にわたり「円安基調」を維持する。 

   [２]国際資本収支の黒字基調を更に強固にするため、企業が対外投資を継続して維持で 

きるよう技術的優位を確保するとともに、グローバルな部品調達による「低コスト 
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生産システムへの転換」を進める。 

   [３]世界最大市場である中国市場への投資のリスクを回避するため、軍事力を有する国 

の企業として一目置かれる欧米企業、特に米国企業との提携を強化する。 

   [４]米国製造業の再生を支援し、「米国製品の輸出拡大」に貢献する。 

   [５]国内市場を開放して日本への投資活動を促進するとともに、情報システム、流通シ 

ステム、交通システム等のインフラ設備を世界最高水準に整備する。 

   [６]企業及び日本社会における「言語活動」の国際化・バイリンガル化を図り、「国際 

公用語としての英語」を「公式な第２国語」として併用する。 

   [７]デザインにおける「日本の文化デザイン・工芸デザイン」を確立し、臆することな 

く「日本文化の精神と哲学」を整理して世界に普及させる。 

   [８]技術者の製品設計・製造能力を尊重するとともに、「体系的思考を活かした『シス 

テム・エンジニアリング』を得意とする「知力と忍耐力を備えた技術者」を養成し、 

これら技術者を優遇する企業風土を構築する。 

   [９]「起業のノウハウ」及び「企業の経営管理」をシステム化・国際標準化すること 

により、国際競争力のある「ベンチュア・ビジネス」の活動を支援する。  

 

§４．【処方４】「国内統治能力の劣化」及び「国を考える政治家、『宰相の器』 

の不毛」を克服するための処方書 

 【再生の目標】 

  （１）国家統治能力に優れた「志ある人材」を育成する。 

  （２）国内政策及び外交政策の在り方に関する「日本再生フォーラム」（仮称）を開催 

して、内外に開かれた場で政策を議論することにより、「国家の政策形成をバッ 

クアップするシステム」を構築する。 

  （３）『宰相』に求められる「国内統治能力」、「外交能力」、「防衛能力」、「多元的・国 

際的歴史観」等を備えた「多機能型頭脳（スーパー頭脳）」を持った政治家を育成 

する。 

 【再生の処方策】 

   [１]大学卒業者程度を対象とした「国家運営大学院」(仮称)を設け、国家統治の能力 

と識見を高度に備えた人材を育成する。 

習得させる分野としては、政策形成能力、立法能力、国家システム運営能力、外 

交能力、防衛能力のほか、政治家不可欠の識見として「１９世紀以降の外交・戦 

争の歴史」、「総合的継戦能力の確保」、「戦争の手続き論（開始から終結までの）」、 

「日本的組織派閥の弊害と損失」等について学習させる。 

   [２]衆議院の選挙区は「小選挙区制」を維持して随時政権交代を可能とし、政党の候 

補者の選定には「公募制」を採用する。 

   [３]国家統治能力と「国を支える志」に優れた議員を見出し、当選を保証して『宰相 
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の器』として大成する機会と時間を与える。 

    [４]国内政策及び外交政策に関する「日本再生フォーラム」（仮称）を開催して、内

外に開いた場において政策を議論することにより、国家の政策形成をバックアッ

プする。この場合、米国等諸外国の優れたシンクタンクとの交流を重視して、我

が国の国際的孤立を回避する。 

    [５]日本国の経営と国際外交に関する世論を喚起するため、「国を考える使命感に溢 

れたオピニオン・リーダー達」をベースとして、「国家主体層」の形成を図る。 

 

§５．【処方５】「世界史の深層歴史観の欠如」を克服するための処方書 

 【再生の目標と処方策】 

   （１）明治維新～日清戦争～日露戦争～第１次世界大戦～太平洋戦争における敗北ま 

での「歴史の深層」を理解するとともに、敗戦後の「失われた７０年」以降の「２ 

１世紀の世界の歴史」は「対立軸が大きく異なること」を認識する。 

   （２）２１世紀以降の「国際政治の新しい対立軸」は、次の３つであると整理する。 

    【対立軸１】石油・天然ガスの産出により勃興した「中近東イスラム教世界」と「欧 

米を中心とするキリスト教世界」の対立 

【対立軸２】ユダヤ教徒の「イスラエル建国」と、これに伴い祖国を追われた「パ 

レスチナ難民」＆「中近東イスラム教世界」との間の「パレスチナ戦争」 

【対立軸３】石油・天然ガス・希少金属を産出する「中央アジア地域のイスラム勢 

力」とこの地域を支配している「中国」等との対立抗争 

   （３）我が国は、政治制度（民主主義）と自由主義経済社会を共通する欧米諸国との連 

携を強化し、特に米国とは同盟関係を深め、「経済的に連帯した社会」を目指す。 

   （４）地理的に東アジアに位置する海洋国家として、「大陸及び朝鮮半島との十分な距 

    離感」を保ち、国家運営の自由度を保持する。 

   （５）「国際連合規約の改正（旧敵国条項の削除）」は第２次世界大戦の戦勝国の反対に 

    より困難であることを覚悟し、外交的に対立する中国の拒否権発動を見越して「安 

全保障理事会の常任理事国」となることも敢えて期待しない。むしろ「常任理事国 

でないことは身軽である」ことを活用して「国力に見合った国際貢献を選択する」 

ことにより「積極的平和主義」を主導する。 

   （６）我が国は、「世界唯一の被爆国」であり、「被爆国の人道的責任」として、「核兵 

器の使用は人類に対する生物学的犯罪である」ので「人類の歴史上、２度と核兵 

器の使用を許してはならない。」との主張を強く展開して「積極的平和主義の国」 

としての地位を確保する。 

 

§６．【処方６】「国際外交の欠如・東アジア外交の稚拙」を克服するための処 

方書 
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【再生の目標と処方策】 

 【処方６－１】「多元的・国際的歴史観」、「王朝交替の歴史観」、「複数民族交流の歴史観」、

及び「複数の言語から形成された国際言語観」への転換 

  （１）「皇国史観的歴史観」から脱却し、「多元的・国際的歴史観」、「王朝交替の歴史観」 

に転換する。 

   （ⅰ）欧米、中近東、印度等における国家の歴史観は、歴史資料、考古学的出土資料 

に裏付けされた国際交流、民族移動、王朝交替の「多元的・国際的歴史観」が普 

遍的であり、我が国以外には「万世一系」に拘わる国はない。 

   （ⅱ）日本列島は縄文時代から複数の民族・人種が移住・交流して形成された「複 

合民族社会である」との認識に転換することが、今後の国際社会において「名誉 

ある地位を得る」ためには不可欠である。 

 (ⅲ)戦後の歴史学会は、「古事記」、「日本書紀」の内容を否定しつつも「大和政権に 

よる日本統一の歴史観」(皇国史観)の域から出ようとせず、むしろこれに固執し 

ている。特に、ＮＨＫの報道は、文部省の見解に沿い「皇国史観」に偏っている。 

    (ⅳ)中国は「２５王朝の正史による歴史記録」と「春秋の筆法」を持ち、客観的歴 

史記録の作成手法を確立しており、韓国と北朝鮮もまた「三国史記」（正史）及 

び「三国遺事」（野史）による民族移動、王朝交替の歴史観を有している。今後 

の東アジアにおける本格的国際交流の拡大に際して、我が国の「皇国史観的歴史 

観」は我が国国民を著しく不利な立場に置くこととなる。 

（ⅴ）この対策として「東アジア４か国古代史フォーラム」（仮称）を開催し、これ 

ら４か国の歴史文献及び考古学的出土資料を相互に照合・確認すれば、「日本書 

記」の「万世一系の体系」が史実と異なり、最早維持できないことが明らかとな 

ろう。我が国は「王朝交替の歴史観」に転換しなければならない。 

 （２）日本語の「大和言葉単一言語説」から脱却し、「複数の言語から形成された国際言 

語である」との認識に転換する。 

＊「古代の日本語」の中には「複数の言語」が入っており、それぞれに文明の伝 

播、考古学的見地からの根拠があることが証明されている。 

（３）古代の日本語が「古代朝鮮語から派生した言語」ではなく、言語学的に「倭人の居 

住地における倭人固有の言語であったこと」を東アジアの古代史により立証する。 

＊古代から紀元７世紀（ＡＤ５６２年）まで存在した朝鮮半島南３分の一：洛東江 

右岸の「倭族居留地」（倭地）は、植民地ではなく、「天孫降臨までの朝鮮半島に 

おける「倭人の居住地」（本貫の地）であった。従って、「倭人が現地で倭族の言 

葉を話していた」のは当然であり、「倭人の居住地（本貫の地）」を失うまでの倭 

俗語が、この地域に残っているのも当然である。「倭人は自分の言語と技術（鉄 

器）を持って対馬～壱岐を経て博多湾沿岸に上陸」し「天孫降臨」したのであっ 

て、古代朝鮮語のお世話にはなっていない。 
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     ＊「倭人・倭族」は、中国王朝においても「韓族とは異なる部族」であるとの扱い 

を受けており、決して「弁韓族」の一部ではない。 

  （４）日本列島で考古学的に発見されている文字は、「漢字以前にも多数存在すること」 

     を確認する（古代オリエント語、ドラヴィーダ語等）とともに、日本列島は複数 

の人種・民族の交流から形成された「複合民族社会である」ことを認識する。 

  （５）倭人が「漢字」に触れたのは、中国王朝の歴史文献に記録されている「周の時代 

の朝貢」（紀元前１１世紀）が始まりと考えられるし、「（九州）倭国王朝」は「３ 

０以上の年号」を自ら制定するほか、南朝との交流（倭の５王）、北朝系の「隋の 

第２代皇帝：煬帝あてに国書（外交文書）を出す」（聖徳大使が出したのではない） 

ほど「漢字の取扱いに関する高度な知識と能力があったこと」と判断される。一 

方、「大和政権」は、ＡＤ６６３年の「白村江の戦い」で倭国王（筑紫君）が捕虜 

になるまでは「倭国連合の一地方政権」であり、「漢字使用の能力は低かった」と 

思われる。このため、「大和の政権」では「朝鮮半島からの亡命渡来人」を有識者 

として重用し、「正史（「日本書記」）の編纂を依頼する」等の屈辱の歴史を残した 

のである。 

  （６）中国王朝（隋、唐）から見た「日本列島の代表政権」の「（九州）倭国」から「（大 

和）日本国」への認定替えについて 

ＡＤ６６３年の「白村江の戦い」における「（九州）倭国」の敗戦後、大和の政権 

は「（九州）倭国の地を併呑」して強大となり、国号を「日本国」と名乗り、遂に 

西暦７０１年になって「唐王朝」も「日本列島の代表政権は日本国とする」との 

認定替えを行った。この歴史上の日本列島の代表政権の交代（王朝交替）は「旧 

唐書」、「冊府元亀」等に明確に記録されており、皇国史観に言う「自然発生的に 

大和の王権が日本列島を統一した」のでは全くない。 

    （７）「８世紀までの日本古代史学」の確立の必要性 

    東アジアにおける本格的国際交流を互角に展開して行くためには、我が国は「日本 

書記」に基づく「大和の朝廷一元説」（皇国史観）を諦め、「（九州）倭国」から「（大 

和）日本国」への「王朝交替の歴史」があったことを認めて、「史実に基づく８世 

紀までの東アジアの国際交流の歴史的事実」と整合性を持たせる必要がある。 

東アジア４か国による「東アジア４か国古代史フォーラム」（仮称）を開催する等 

により、各国が「歴史記録の客観的照合と考古学的出土資料との整合性を組合せて、 

史実を確認する作業を行う」ことにより、欧州諸国やイスラム諸国の歴史観と同様 

な「多元的・国際的歴史観」、「王朝交替の歴史観」に到達できると考えられる。 

この作業において「相手国の虚説・盲説を排除して事実をもって対抗する」ために 

は、我が国は「史実に基づく歴史学」として「８世紀までの日本古代史学」を確立 

するとともに、「相手国の歴史書をも十分読みこなして、相手国と対等に討論でき

る歴史研究家と歴史学者」を養成することが喫緊の課題である。 
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【処方６－２】日本外交の基本方針 

（１）国家の外交政策は、「直接に国境を接する国々の外交政策」との相対的関連にお 

いて組立てなければならない。特に、東アジアにおける「隣接国家の強勢ぶり」 

との関連においては、常に「力の均衡による安定」を図りつつ「新しい国家体制 

と外交政策」を構築する必要がある。 

  （２）我が国は「負ける戦争」をしてはならない。我々戦後の国民は、戦勝国による「極 

    東国際軍事裁判」（東京裁判）による「戦争責任の追及」だけでなく、日本国民自 

体が歴史の区切りをつけるため、「負ける侵略戦争を主導した政治家及び軍人層」 

に対する「戦争責任の追及・明確化」を厳しく求めなければならない。 

この「戦争責任の自主的追及・明確化」こそ、我が国の「戦後歴史の清算に不可欠 

の行動」であり、国際外交問題化している「靖国神社へのＡ級戦犯１４名の合祀問 

題」の解決の鍵となるものである。また、日本が侵略戦争を行った相手国との間の 

「戦後処理」も、国際法と平和条約に照らして適切に行うべきである。 

  （３）日本外交の基本方針 

    [１]負ける戦争はしない。 

    [２]徒らに「兵」を死なせる戦争はしない。 

    [３]他国に対する「侵略戦争を否定する」とともに、自国の領土・祖国は絶対に侵

略・占領させない。また、他国からの軍事力による圧力と恫喝にも屈しない。 

    [４]在外同胞を悲惨な目（強制隔離、財産没収等）に遭わせる戦争をしない。 

    [５]国際外交と軍事同盟を駆使して、自国が戦争に巻き込まれることを回避する。 

    [６]自国の領土を自衛できるよう「国力に見合った防衛力」を保持するとともに、 

「日米同盟」を堅持して安全の後ろ盾とする。また、政治社会制度を共通する太 

平洋諸国家との連携を強化し、準同盟国としての連帯を確立する。 

    [７]我が国は、核兵器を保持しない。 

        [８]「国際連合」に自国の安全を期待しない。「国際連合規約の改正（旧敵国条項 

の削除）」を求めるが、敢えて「常任理事国」になることを求めず、「積極的平 

和主義の国家」として平和機能維持に貢献する。（規約が改正されて常任理事国 

の数が増やされる場合には、当然、常任理事国となることを求める。） 

[９]平和時の多角的交流（通商関係、人的文化的交流、留学生の相互交換、移民の 

受入れ等）の拡大により、相手国の戦意をトーンダウンさせる。「軍事力による 

強引な領土拡大・資源の確保政策」が経済的に引き合わないことを、相手国の 

政府及び国民に広く浸透させる。 

    [１０]「負ける侵略戦争を主導した国家指導層（政治家と軍人層）」に対する「戦 

争責任の追及・明確化」を自らの手で厳しく行うとともに、対外的「戦後処理」 

の基本方針を明確にし、国際法と条約に照らして適切な処理と賠償を行う。 
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    [１１]「靖国神社閣僚参拝問題」を国際外交問題から除外するため、「極東国際軍 

事裁判（東京裁判）」による「Ａ級戦犯１４名（絞首刑７名＋公判中病死２名 

＋禁固刑受刑中死亡５名）の靖国神社合祀」（１９７８年１０月１７日）を自ら 

の意思で消去する。 

    [１２]憲法（第９条、９６条）を改正して、自衛力を保持し、「自国の領土を外国 

による侵略・占領から守る意思」を示すことにより、「普通の国」としての「国 

家・民族の尊厳と誇り」を取り戻し、対外的にも臆することなく主張して行く。 

 [１３]我が国は、「世界唯一の被爆国」であり、「被爆国の人道的責任」として「核 

兵器の使用は人類に対する生物学的犯罪である」ので「人類の歴史上２度と 

核兵器の使用を許してはならない。」との主張を展開して、「核兵器を国際紛争 

解決の手段とせず、かつ、核兵器を使用できない国際的枠組みの構築」を主導 

する。 

 

【処方６－３】対米外交方針 

  （１）地政学的に太平洋を挟む両岸の国家として、江戸時代以降の交流の実績、自由 

主義経済社会制度を共通すること等から、「軽武装国家」として「不安を招かず、 

謀反を起こさず、誠実な友好関係を維持すること」が、国家存立の基本である。 

  （２）第２次世界大戦・太平洋戦争における「軍事的、資源的、政治的、精神的完敗 

ぶり」から、今後とも日本は「対米従属的国家」としての選択しか許されない。 

「米国の了承の枠の中で外交政策を選択」し、「国家としての存立の道」を探るこ 

とが国土の狭い「中級国家」としての賢い選択である。 

（概して、戦勝国の米国は、「敗戦国日本」に対して「兄貴として寛大」であり、 

日本国民も「米国に指導して貰うのが好きである」のは、互いに幸いである。） 

   （３）従って、「東アジアに位置する中級国家」、「軽武装国家」として「国際紛争への

関与を極力回避する中立的外交」を展開することが賢明である。 

（４）米国との同盟関係をより強固にするためには、「米国が我が国の協力を必要とす 

る局面と分野（軍事的、経済的）」において積極的に協力して、「感謝され・信頼 

される同盟国」を目指すべきである。 

  （５）米国の「世界覇権の維持」に貢献するため、日本製造業はハイテク技術と資金両 

面から米国製造業のテコ入れを行い、「米国製品の輸出拡大」を底支えする。 

   （６）中国の抬頭は必ず「太平洋～インド洋における米中間の海上覇権の衝突を齎す」 

との見通しに立って、米国の国力の下支えを行い「世界の覇権国家としての米国 

の威信と国力の維持」に協力する。その限りにおいて我が国は存在価値を認めら 

れる。 

  （７）ロシア連邦との「北方領土返還交渉の仲介役」を「第３者である米国大統領に依 

頼」して、「北海道固有の領土としての３島返還」を、「双方の国民が納得し、受 
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け入れ可能な調停案」として提示して貰う。北太平洋における日本とロシアの友 

好関係の確立は、米国の利益と安全にも裨益するものである。 

  （８）米国内における「日本文化の認識・評価」、「日本人・日系人のイメージ」を向 

上させるため、「日本文化の紹介・発信」、「日本人の風格・イメージの向上」、「日 

本語の普及の支援」、「大学教育の相互交流」等を推進する。この「日本文化の米 

国への発提供と普及」は、日本人自身の努力により「米国語（英語）」で発信さ 

れなければならない。 

  （９）米国社会における「日本人の尊厳の確立」について 

     日本人のイメージを「醜い日本人（Ｕｇｌｙ Ｊａｐａｎｅｓｅ）」から「誠 

実で約束を守る日本人（ｆａｉｔｈｆｕｌ＆ｒｅｌｉａｂｌｅ Ｊａｐａｎｅｓ 

ｅ）」、並びに「風格ある侍（さむらい）魂の日本人（Ｊａｐａｎｅｓｅ ｏｆ  

ｓａｍｕｒａｉ－ｓｐｉｒｉｔｓ）」に転換する。（韓国人や中国人と間違われな 

いような「立ち居振舞いの区別」を明確にする必要がある。）   

  ①米国人の前に最初に現れた日本人の姿は「大陸横断鉄道の線路工夫」及び「農 

園労働者」としての「知性と教養が低く、見境なく働く醜い日本人」であっ 

た。その後の「太平洋戦争」開始に伴う「真珠湾攻撃を行った敵国人」とし 

ての扱い、並びに戦後「戦争花嫁」として米国に渡った女性たちの「精神的 

に悲惨な悲しい境遇」を「彼女たちの子孫」のためにも忘れてはならない。 

彼らは「母親の祖国：日本」を誇りに思い、心の拠所としているのだから。 

      ②「多数の米国人の深層心理」において、「人種の異なる矮小で幼稚な日本人 

を尊敬すること」は「歴史的、文化的に極めて難しい」ことを念頭において、 

「日本人の尊厳をどう獲得するか」我が国は努力しなければならない。 

      ③太平洋戦争・第２次世界大戦までの間、米国では明治維新を行った日本人の 

「侍（さむらい）魂」については尊敬と畏怖の念をもって研究されていた（「菊 

と刀」等）。現在でも「日本人の侍（さむらい）魂」は多くの米国人の尊敬 

を得ているので、「侍の精神と哲学」を復活させ「日本人の尊厳を獲得でき 

る人士像」として「ジャパニーズ・サムライ像」を提示することは意義ある 

ことである。 

 

【処方６－４】対中国外交方針 

  （１）戦後の日本と中国との外交関係の復活は、次のとおり。 

     ①１９７２年（昭和４７年）９月：田中角栄首相の中国訪問による「日中国交 

       正常化」―「日本国政府と中華人民共和国政府の共同声明」（９月２９日） 

     ②１９７２年（昭和５３年）８月：「日中平和条約」調印、１０月批准書交換。 

     我が国は、「日中平和条約」の精神に基づき、一貫してぶれない「日中友好の外交 

方針」を堅持して行く必要がある。また、日本国内の旧勢力の間に残っている「対 
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中蔑視観」を完全に払拭して対応することが、官民を問わず相手国の感情を逆な 

でしない外交の基本である。 

  （２）中国側における「対日蔑視観」を払拭し、「日本は優れた近代技術と知性・文化 

を有する国民と国家である」との評価を受けるよう、対中国外交に当たる者の「中 

国の歴史書及び古典文書に関する知性と教養」を高め、「彼らより自由で優れた知 

性と教養の人士」であることを示すとともに、「中国の歴史と文化に対する畏敬の 

念」を常に示すことが肝要である。 

  （３）周王朝の時代～遣隋使～遣唐使の時代を通じて「中国王朝の文物が優れているの 

で、すべてを教えて欲しい」と「揉み手・擦り手で通ってくる体格が小さい蛮夷 

の部族」に対する呼称が「倭国」であることを直視し、これを克服することから 

「対等な日中関係が構築できること」を肝に銘じて、「日本人は知性と国を守る勇 

気を備えた尊敬に値する人士である」との認識を獲得しなければならない。 

  （４）「日中友好」とは、「中国側の主張に盲目的に賛同して日本の国益を主張しない屈 

服諂い外交」ではなく、「相互に主権と利益を主張し、相互に尊重する対等な外 

交関係である」との基本認識に転換させる。 

  （５）「外交とは双方の利益を主張する口けんかである」と弁え、国際外交における慣 

例に従い、「中国の日本非難に対しては必ず日本の主張を対等に言い返す慣例」 

を確立し、中国側にこれを認めさせる。 

また、中国外交に当たる担当者は、中国人には「合従連衡の策」が理解しやすい 

外交政策であることを念頭において、「秦の昭王に缶（ほとぎ）を打たせた趙の 

蘭相如を髣髴させる国士」として、我が国の主張を堂々と開陳して「防衛力に裏 

付けされた対等な外交交渉の場」とする。 

   （６）対中国投資に際しては、日本企業単独での５０％以上の投資は控え、必ず現地資 

本に経営責任を持たせる形とするか、又は米国等軍事力を有する国の企業と提携 

して「単独投資のリスク」を回避する。 

（７）「尖閣諸島問題」については、「尖閣諸島は１９８５年(明治１８年)に現地調査を 

始めた明治政府が『清朝の支配が及んでいないこと』を確認し、１８９５年（明 

     治２８年）に日本の領土に編入する閣議決定をした、『国際法上の先占の法理』 

     に基づき実効支配してきた領土」であり、現に１９７２年（昭和４７年）５月１ 

     ５日の「沖縄の本土復帰」に際しては「米国から施政権を返還された神聖な領土 

であること」を断固として主張し、日米同盟を後ろ盾として、強固な日本領土防 

衛の体制を急ぎ構築する。（現在、米国は「尖閣諸島は、日米安全保障条約の適 

用範囲である」との見解を表明しており、抑止力として十分である。） 

  （８）中国の発展に必要な資源の獲得は「国際協定のルールに従った通商貿易により獲 

得することが最も経済的」であり、無用の摩擦と軋轢を避けることができること 

を認識させる。 
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  （９）中国外交は「中国国内の政治体制のサイクルの変化を反映して変わること」を念

頭において、「中国王朝盛衰のサイクル」を歴史の知恵として、「中国側の恫喝（ブ

ラフ）」に惑わされず、忍耐強く我が国の外交の基本を維持して行く。 

     【中国王朝盛衰の歴史サイクル】 

      「世界史年表」をめくると、中国王朝の寿命は概して「約２５０年～約３５０

年」である。初代皇帝～第３代皇帝位までの約７０～９０年の間は「建国の精

神」が保たれ、国内は良く治まり、人口は２～３倍にも増加する。その後約１

００年は、王族間・官僚の間で派閥争い「党争」が強烈となり、国境や支配地

域では反乱が頻発して、国運は傾いて行く。王朝末期の混乱期（約１００～１

５０年）は、皇帝の権力は剥奪され・官僚の跳梁跋扈により国内は乱れ・人口

は３割～４割程度減少し、いわゆる「易姓革命の内乱」を迎えて王朝の寿命が

終わる。このようなサイクルが「中国王朝盛衰の歴史サイクル」である。 

  （１０）中国との間に横たわる東シナ海と西太平洋を挟んだ「太平洋諸国家」が、「合

従連衡の策」に倣い、多角的外交により「中国との軍事バランス」を確保し平

和と繁栄を維持して行くことは十分可能である。 

  （１１）中国との外交において、我が国は「外交の経験がなく商売上の利益のみを求め

て諂う民間人」や「外交に素人の政治家」を前面に出してならない。必ず「中

国４千年の詐術」に惑わされ、国益を損なう事態に追い込まれる。 

  （１２）中国社会の知恵である「政治と経済は別」と弁える「政経分離の原則」を適用

して、中国社会の経済的発展と情報化に貢献できるよう、「個人の信頼関係をベ

ースとした契約に基づく経済関係」を深めるとともに、「情報システム（パソコ

ン及び携帯電話）の全国的普及の促進」に協力することが最も肝要である。 

  

【処方６－５】対韓国外交方針 

  （１）朝鮮半島の歴史は「強大な大陸国家・中国王朝との関係の維持」が最大の懸案で 

あった。歴代の国王は、国内における地位の安定化のため中国王朝との間に「冊封 

関係」を結んで「国名」や「年号」も決めて貰い、長い間「礼の国」として「中 

国王朝に対する絶対的服属関係」に甘んじて来た。その結果、朝鮮半島の人達は心 

情的に「中国との冊封関係」に安堵感を覚えると言われる。また、朝鮮王朝におけ 

る支配階層である「両班階級」は儒教書籍の講釈が得意で、相手との論争を好み、 

不都合なことは言い逃れ、自己の利益は強く主張する高度な修辞技術があり、我が 

国の「聖徳太子の『和』の精神」、「曽子の『吾日三省吾身』の美徳」とは異なった 

カルチュアの民族であることを肝に銘じてかかる必要がある。 

  （２）「中国王朝からの冊封」を受け、中国の文物を尊重する『礼の国』に徹すれば徹す 

るほど、却って腹いせに「日本及び日本文化への嫉妬心と蔑視観」が強くなる。 

従って、「韓国政府が、外交的に日本を尊敬して親しく交流すること」は、今後「千 
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年に亘り望み得ない」と見通される。 

  （３）古代の昔から中国の外交政策は「遠交近攻」が得意である。韓国政府は、米国と 

の同盟関係をも忘れ、中国とは『冊封関係』の懐かしさを覚え、中国と親しく交流 

して『嫌日外交』を展開している。今後、韓国の政権が代わっても、国内における 

支持率を維持するため、『嫌日外交』の旗を降ろすことはないと覚悟しなければな 

らない。 

  （４）従って、明治維新以降の詳しい朝鮮半島の歴史を知らない「日本の企業家達」が 

「甘い利益を期待してリスクの高い韓国への投資」を安易に進めるべきではなく、既 

に投資を行っている企業は、早急に他国への投資に切り換えるべきである。 

  （５）対馬、壱岐における韓国人による「土地の取得」の進行、地方公務員としての採 

用要求に関しては、領土問題（「対馬、壱岐は韓国の領土であった」との主張が既 

になされている。）の未然防止の見地から、早急に法令による禁止措置を講ずべき 

である。 

  （６）「竹島問題」に関しては、明治３８年（１９０５年）の「閣議決定による島根県 

編入」の正当性と、昭和２６年（１９５１年）の「サン・フランシスコ平和条約」 

締結時の「米国による『竹島は日本の領土である』との認識」を主張し、日本領土 

の不法占拠撤回」の要求を貫徹する。外交は「口けんかである」ことを十分弁え、 

反論にひるんではならない。「国際司法裁判所への提訴」は「軍事力に訴えない有 

力な対抗手段」となるので、提訴の要求を継続する。 

   （７）「日本国と大韓民国との間の基本関係に関する条約」（日韓基本条約）（１９６５年 

６月２２日署名）の締結と財産・請求権問題について   

①「日本国と大韓民国との間の基本関係に関する条約」は、日本国は佐藤栄作内 

閣総理大臣、韓国は朴正煕大統領と間で締結された。日韓基本条約の締結と同 

日付けで「財産及び請求権に関する問題の解決並びに経済協力に関する日本国 

と大韓民国との間の協定」（日韓請求権並びに経済協力協定）（１９６５年６月 

２２日署名）が締結された。 

②「日韓基本条約」では、第２条（旧条約の効力）において「１９１０年８月２ 

２日以前に大日本帝国と大韓帝国との間で締結されたすべての条約及び協定は、 

もはや無効であることが確認される。」と規定された。 

③「日韓請求権並びに経済協力協定」では、第１条が日本から韓国に対して経済 

協力が行われるための手順協定、第２条が「日韓両国間の請求権問題」が「完 

全かつ最終的に解決されたこととなることを確認する」との目標規定及び例外 

規定、第３条が日韓両国間で「この協定の解釈及び実施に関する両締約国の紛 

争」を解決するための手順規定となっている。 

第３条第１項は「この協定の解釈及び実施に関する両締約国の紛争は、まず外 

交上の経路を通じて解決するものとする。」と規定されているので、韓国は「慰 
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安婦、サハリン残留韓国人、韓国人原爆被害者については対象外だ」として日 

本政府の法的責任を追及し、誠意ある措置を取るよう要求していると解される。 

④我が国は、「日韓請求権並びに経済協力協定」第２条において「日韓両国間の請 

求権問題は完全かつ最終的に解決されている」との規定に基づく見解を述べて 

「韓国の要求を拒否することは当然」であるが、「第３条第１項の規定に基づく 

外交交渉」には応じなければならない。この内、「サハリン残留韓国人問題」及 

び「韓国人原爆被害者問題」については、日本国民と同様の扱いに留意して誠 

実に対処しなければならない。 

         ⑤韓国の朴正煕大統領は、韓国の年度予算を上回る「日本からの経済協力資金」 

をもとに大規模な公共投資を行い、韓国経済を大いに発展させ、「漢江の奇跡」 

を齎した。朴正煕大統領は、当時の日本陸軍士官学校に在籍した経歴があるが、 

韓国民の貧困からの脱却を考え、「反日」ではなく「克日」を唱えて国民を奮い 

立たせたことが畏敬される。 

 

  （８）朝鮮人の「従軍慰安婦問題」と朝日新聞の大罪 

     ①「従軍慰安婦」の問題は「朝日新聞の歴史的誤報」から起きた「戦後の問題」

である。１９９１年（平成３年）１１月頃から朝日新聞は、猛烈な「従軍慰安 

婦についてのキャンペーン」を始めた。その中のハイライトは「吉田清治氏に 

よる慰安婦狩りの記事」であり、「済州島で軍の協力により、１週間で２０５人 

の女性を強制連行した」とした。この記事はについて、済州島の地元紙が「で 

っち上げだ」と断定した（「済州新聞」１９８９年８月１４日）ほか、千葉大 

教授・秦郁彦氏が現地調査の結果、「事実無根であること」を確認した。その結 

果、吉田清治氏も「創作であったこと」を認めたとされている。 

②しかし、朝日新聞が「この記事が歴史的大誤報であること」を認めたのは、２ 

０１４年（平成２６年）８月５日（朝日新聞社長の謝罪会見は９月１１日）で 

 あり、既に２３年の月日が経過していた。この間の国際社会における我が国の 

 損失・信用の低下（特に、米国メディアに与えた影響：「セックス奴隷の国」と 

 しての見方）は計り知れない甚大な損失であったが、朝日新聞は卑怯にも責任 

を取らず、英字新聞を発行しているにも拘わらず、対外的に「慰安婦の強制連 

行はなかった」との取消しキャンペーンは行っていない。 

     ③我が国は、「慰安婦問題の事実関係」を韓国との外交交渉において提示し、「朝 

日新聞の記事が全くの捏造・誤報記事」であり、「従軍慰安婦の強制連行はなか

った。」、「女子挺身隊は慰安婦ではなかった」ことを証明するととともに、「日

本では、１９５８年（昭和３３年）売春防止法が施行されるまでは『公娼制度』

が存在し、娼家があり、娼婦がいた。軍隊の後方を娼婦を抱えた商人が追いか

けて開業することは世界歴史共通の現象であるが、日本軍も遺憾ながら例に漏
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れず同様であったことは認める。」と開き直って主張するべきである。 

         ④我が国の世論は「朝日新聞の大罪」を追求するとともに、総力を挙げて対外的 

に「慰安婦問題の真実」を釈明し、我が国の名誉を回復しなければならない。 

⑤「戦時中の慰安婦や軍需工場への強制動員問題（国内学生等の徴用を含む。）」 

については、「日本国籍を有する日本国民に対する平等な戦後補償問題」として 

扱われるべき問題である。 

 

（９）「金大中拉致事件」と「田中角栄首相による政治決着」について 

     ①１９７３年（昭和４８年）８月８日、当時の朴正煕政権を批判して日本に逃れ 

ていた「韓国の野党政治家：金大中氏」は、宿泊中の東京都内のホテルから白昼 

何者かに襲われ、拉致された。次に金大中氏が姿を現したのは、８月１３日、場 

所はソウル市内の自宅であった。日本の警察当局は当初から「この拉致は韓国Ｋ 

ＣＩＡの仕業である」との確信を持っており、見え見えの犯行であったが、何故 

か犯罪捜査は行われなかった。その後、田中角栄首相の判断により不可解な「政 

治決着」が図られたが、これは田中首相による「重大な歴史の歪曲」である。 

     ②日本に滞在する政治家が自由意思でなく拉致されての帰国であるから、韓国は国 

際法上「原状回復」の義務がある。しかしながら、韓国はこれに応じず、金大中 

氏を自宅軟禁とした。同年１１月２日、韓国の金鐘秘首相が日本を訪れ、当時の 

「田中角栄首相に謝罪する」という不可解な「政治決着」が図られた。 

     ③この間の複雑な交渉の終幕に近い「政治決着」の直前、「目白の田中角栄邸」で 

韓国からの密使（無任所相）が田中首相に対して「朴正煕大統領からの親書と数 

億円（４億円）の現金を手渡し、田中首相はこれを受け取った。」ことを、その 

橋渡しをした「元新潟県刈羽郡越山会会長：木村博保氏」が、２７年間の沈黙を 

破り「後世への歴史の証言」として、「文芸春秋」（第７９巻第２号：平成１３年 

２月）に「私は見た・田中角栄『４億円受け取り』の現場」と題した文書記事を 

掲載している。不思議なことに、この「歴史的証言文書記事」に関しては、その 

後日本の警察等に全く動きはなく、事実関係は確認されていない。 

      ④「朴正煕大統領」は「現大韓民国韓大統領：朴槿恵氏」の父君であるので、今後 

     の韓国大統領領との接遇において、「朴正煕大統領の『克日政策』に対する畏敬 

の念」を表明するとともに、朴正煕大統領時代に起きた「金大中拉致事件の政治 

決着の背景等」を懐旧することは、「韓国による日本の国家主権の侵害事件」と 

して有力な牽制材料となろう。 

   （９）「日帝３６年の統治実績」の具体的データの提示 

          １９１０年（明治４３年）「日本による韓国併合朝鮮総督府設置」～１９４５年 

（昭和２０年）８月に至る「３６年間の統治実績」の事実関係を、コメントなで 

提示する。即ち、日本は朝鮮半島の統治に当たり、「韓国は日本領土の一部である」 
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との認識に立って、国内以上に政府資金の投入を行い、民生の向上、都市基盤の 

整備、産業の振興、教育の普及を実現した。この「３６年間の統治の実績」につ 

いては、「台湾と異なり、完全に国内からの資金の持ち出しであり、植民地しての 

収支は赤字であったこと」との具体的データを「客観的事実」として外務省ホー 

ムページに「日本語、韓国語併記で掲示して置く」ことが大切である。 

 

【処方６－６】対北朝鮮外交方針 

  （１）朝鮮半島において「北朝鮮が独立国として存在すること」は、分割統治の原則か 

ら、米国、中国、ロシア及び日本にとっても好ましく、かつ有益である。 

  （２）「北朝鮮の独立の維持」に関しては、周辺の関係国（米国、中国、ロシア及び日本） 

との間に「北朝鮮の独立の保証に関する協定」（仮称）を締結して、「核兵器の保有」 

と「経済協力」を保証する。 

  （３）北朝鮮と日本の間の国交回復の最大の「トゲ」である「日本人拉致問題」の解決 

は、金正恩総書記と日本国首相との直接折衝において、次の事項を詳しく説明し、 

両国の将来の経済協力・交流発展のため早急に決断をして欲しいことを説得する。 

①「日本人拉致」は先代の金正日総書記がやったことであり、小泉首相への謝罪で 

一応の区切りがついていること。 

     ②残りの拉致日本人を帰国させても、北朝鮮側の損失は少ないこと。 

    ③日本人拉致に携わった北朝鮮の関係者の処罰を求めないこと。 

    ④日本の国民感情から、「日本人拉致問題」が最大の阻害要因となっていること。 

   （４）併せて「日朝国交回復の交渉」を進め、日本統治時代の事績に係る請求権を客観 

的に評価し、妥当な額の賠償金を支払い、「平和条約」を締結する。 

   （５）平安時代における「我が国と渤海国との約２００年に亘る交流（西暦７２７年～ 

西暦９２０年）の歴史」に鑑み、「日朝平和条約」（仮称）を締結して、在日朝鮮人 

の往来を認め、経済交流を拡大して北朝鮮の経済的発展に協力する。 

  （６）北朝鮮は、建国以来、中国、ロシア連邦、東欧の共産主義国等との外交により 

「国の独立の保証と経済援助」を引き出してきた「外交のプロ」であるから、北朝

鮮側の言い分はコロコロと変わる。北朝鮮との折衝に当たる者は忍耐強くかつ相 

手の言い分の変化にも動ぜず、「成果を焦らずに折衝に臨む」ことが肝要である。 

 

【処方６－７】対ロシア連邦外交方針 

  （１）ロシア連邦との「北方領土返還交渉の解決」による「平和条約の締結」は、我が 

     国の北辺の安全とロシアとの経済協力の発展のため極めて重要であることを考 

慮し、領土問題交渉を最優先する。 

  （２）戦争が終わった後の段階では、「領土問題を当事国間での直接交渉でまとめるこ 

とは互いに国内説得が困難である」ので、「適当な第３者の仲介・裁定」を依頼す 
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ることが有効な打開策である。ロシアが欧州情勢（ウクライナ問題等）又は中国 

との対立から困難な立場にある時を待ち、「第３者である米国の大統領」に対し「北 

方領土返還交渉の仲介役を依頼すること」が適当である。（日露戦争後の「ポーツ 

マス条約」の斡旋は米国大統領によって行われた経緯がある。） 

    【備考】１９世紀以降における「日本とロシアとの２国間関係」を整理すると、 

以下のとおり。 

①１８７５年（明治８年）５月：「千島・樺太交換条約」の締結 

②１９０４年（明治３７年）２月～０５年（明治３８年）９月：「日露戦争」 

 同年９月：「ポーツマス条約」の締結 

③１９１７年３月１２日：「ロシア革命」、同３月１５日：ロシア皇帝退位 

       ④１９２２年１２月：「ソビエト社会主義共和国連邦」成立 

       ⑤１９４１年（昭和１６年）４月：「日ソ中立条約」締結 

       ⑥１９４５年２月４日～１１日：ヤルタ会談（チャーチル、ルーズベルト、ス 

ターリン） 

       ⑦１９４５年７月：ポツダム会談（米国、英国、中国）と「ポツダム宣言」の 

発出 

       ⑧１９４５年８月８日：ソ連の対日宣戦―北方領土の占領 

       ⑨１９４５年（昭和２０年）８月１４日：「ポツダム宣言」を受諾通告 

       ⑩１９４５年（昭和２０年）８月１５日：「終戦の詔」 

       ⑪１９６１年（昭和２６年）９月８日：「日本国との平和条約」（サン・フラン 

       シスコ平和条約）の調印 

      ⑫１９５６年（昭和３１年）１０月：「日ソ復交に関する日ソ共同宣言」調印 

⑬１９５６年（昭和３１年）１２月：「日本の国際連合加盟」成る。 

（３）「日本国との平和条約」（サン・フランシスコ平和条約）（１９５１年９月調印）の 

第２条「日本領土権の放棄」において「北方領土」に関しては、次のように規定 

されている。 

     「第２章第２条（領土権の放棄） 

     （ｃ）日本国は、千島列島並びに日本国が１９０５年９月５日のポーツマス条約 

の結果として主権を獲得した樺太の一部及びこれに近接する諸島に対する 

すべての権利、権原及び請求権を放棄する。」 

     従って、「北方４島は日本固有の領土である」との主張は、「ポツダム宣言」第８号 

にある「日本国の主権は、本州、北海道、九州及び四国並びに吾等の決定する諸小 

島に極限されるべし。」に拘束されるから、「北方４島は北海道に所属する固有の領 

土である」との主張になる。一方、ロシア側からすると「千島列島には択捉島、国 

後島は含まれる。第２次世界大戦の戦果として国際的に認められたロシアの領土で 

あるから、返還の義務はない。２島返還なら、ロシアの都合の良い時に応じてもよ 
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い。」との主張になる。 

  （４）このように「北方４島返還交渉」は、国際世論を味方につけ、ロシア国内情勢の 

推移を見ながら、辛抱強く継続して行かなければならない。「３島の返還」なら妥 

協点として日本国民は納得するのではないか。しかし、「３島返還」を日本側から 

は言い出せない。従って、第３国（米国大統領）に「３島返還の斡旋・仲介」を依 

頼することが有効な打開の方策と考えられる。 

  （５）日本とロシア間の「平和条約の締結」は、１５０年以上にわたるロシアとの緊張 

関係を安定化させるものであり、北太平洋地域の平和の維持に貢献することとなる。 

     

【処方６－８】対国際連合等国際外交方針 

  （１）「国際連合憲章」（国連憲章）は、１９４５年６月２６日に「署名」され、同年１ 

０月２４日に「効力発生」となってから既に「７０年」が経過しており、世界情勢 

の烈しい変化に機能しなくなっている。この間、第２次世界戦争は１９４５年８月 

をもって終結し、戦後の「米ソ冷戦時代」は１９９０年代をもって終わりとなり、 

１９９１年１２月には「ソビエト連邦」が崩壊した。また、欧州では「独仏の歴史 

的和解」を中核として「欧州経済共同体（ＥＥＣ）」から「欧州共同体（ＥＵ）」へ 

と発展して「欧州大陸が共通の通貨を使用する統一的地域」へと歴史の転換をした。 

  （２）２１世紀初頭における国際政治の対立軸は、「第２次世界戦争時の対立軸」とは全 

く異なったものとなっており、次の「３つの対立軸」が今後長期間継続すると予想 

される。 

【対立軸１】石油・天然ガスの産出により勃興した「中近東イスラム世界」と「欧米 

を中心とするキリスト教世界」の対立抗争 

   【対立軸２】ユダヤ教徒の「イスラエル建国」と、これに伴い祖国を追われた「パレ 

スチナ難民」との間の「パレスチナ戦争」 

   【対立軸３】石油・天然ガス・希少金属を産出する「中央アジア地域イスラム勢力」 

とこの地域を占領している「中国」との対立抗争 

これらの対立抗争には、いずれも国連の常任理事国（米国、英国、仏国、ロシア連 

邦、中国）が関係当事国となっており、個別の利害関係を有する「常任理事国の拒 

否権発動」により「国連の常任理事会は機能しえない」という組織的問題が顕著と 

なっている。 

（３）国連憲章において国連の機能を偏ったものとしているのが「第５３条」及び「第 

１０７条」の「第２次世界戦争における敵国条項」である。既に「第２次世界戦争 

から７０年を経過している」にも拘わらず、「常任理事国５か国の権益のみを擁護す 

る」のは、著しく不合理かつ不公平である。 

（４）新しい対立軸に係る国際紛争を解決するための「２１世紀の国際機関」として国

連を機能させるためには、時代遅れの「国際連合憲章」を改訂して、新しい世界情
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勢を反映した「国際平和機関」に組織替えする必要があり、我が国は「積極的平和

主義」を前面に出して国連憲章の改訂を働きかける。 

【改訂を求める主な事項】 

 ①安全保障理事会の常任理事国数と配分の見直し 

②第２次世界戦争における旧敵国条項（第５３条及び第１０７条）の廃止 

  （５）我が国は、自国の安全を国際連合に委ね及びこれに期待することはしない。 

    自国の安全は、自国の防衛力及び米国等との軍事同盟をもって担保する。 

  （６）我が国は、「世界唯一の被爆国」であり、「被爆国としての人道的責任」として、 

「核兵器の使用は人類に対する生物学的犯罪である」ので「人類の歴史上、２度と核 

兵器の使用を許してはならない。」との主張を強く展開して、「核兵器を国際紛争解決 

の手段とせず、かつ、核兵器を使用できない国際的仕組みの構築」を主導する。 

 

§７．【処方７】「報道界・言論界の幼稚化・倭人化」を克服するための処方書 

 【再生の目標と処方策】 

    「報道界・言論界の幼稚化・倭人化」を脱却するため、以下の処方策を講じる。 

  （１）報道界・言論界に対し、「報道人・言論人は国家社会の尊厳と独立に対する責任 

があること」を求める。（自虐的日本否定論、非武装中立論等を排除する。） 

  （２）「敗戦国」の歴史に区切りをつけ、「自分の知識力で国家経営の方策を提言できる 

報道人・言論人」を育成する。この目的を達成するため、開かれた「日本再生フォ 

ーラム」（仮称）を開催し、報道人・言論人をこれに招聘して意見を開陳させ、国 

内外の知識人との討論と論争の機会を与え、「国際的に評価される一流の報道人・ 

言論人」に育成する。   

（４）諸外国、特に中国及び韓国の外交政策や対日批判に冷徹に反論できる報道人・言 

論人が育つよう「日本再生フォーラム」（仮称）に招聘して訓練する。 

  （５）「相手に言われて、反論しなければ、相手の言い分を認めたことになる。必ず反 

    論すべし。」との「討論の原則」を踏まえ、「聖徳太子の『和』の精神」及び「曽子 

の『吾日三省吾身』の美徳」と訣別して、「具体的根拠を示して相手に反論するこ 

と」を躊躇しない「国民の気質」に転換する。 

   （６）「国家と民族の尊厳と誇り」を取り戻し、日本国民の誰もが国内外を問わず「国 

を代表する民間外交官」としての「討論の知識と弁舌の能力」を具備する。 

 

§８．【処方８】「国際言語使用における『日本語』の孤立」を克服するための 

処方書 

 【再生の目標と処方策】 

  （１）情報化時代の日本語の実用性と表現可能性を高めるため、「文法と表現方法」を 

整理して洗練する。 
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（２）外国人が習熟しやすい日本語とするため、国際言語学的見地から「日本語に求め 

られる特性」を整理し、「日本語の文法と表現方法」に反映する。 

①母音が「５個」であることは、「聞きやすく・話しやすい言語」であることの 

 特長を活かして日本語を普及させる。 

     ②漢字の使用数を「当用漢字」、「常用漢字」から大幅に減らした「新しい日本語 

の表記：ビジネス日本語」を開発し、国際化した生活環境及びビジネス環境で 

の日本語の使用を容易にする。 

  （３）「国際的公用語としての英語」を「公式な第２国語」と位置付け、常に「日本語と

英語を併用・併記する」ことにより、対外的情報の発信力と表現力を具備させる。 

  （４）言語活動におけるバイリンガル化、マルチリンガル化を技術的に支援するため、 

自動翻訳機を「小型化・高速化」して「複数の言語使用を実用化」する。 

  （５）日本人の幼児教育（１０歳くらいまでの）において「１０～１２程度の母音の聞 

き分けと発音が可能」となるよう、「複数言語教育」を導入し、普及させる。 

  （６）都市生活及びビジネス環境において「国際的公用語である英語の完全適用」のほ 

    かに複数の言語が通用する「複数言語社会」を実現する。 

 

§９．【処方９】「『単一大和民族』としての『日本社会』 の行詰り」を克服す 

るための処方書 

 【再生の目標と処方策】 

  （１）「諸外国の歴史」が民族交流の事実関係に基づいて「王朝交代の多元的・国際的歴 

史観」に立脚していることに鑑み、我が国を「敗戦国」に導いた「大和の朝廷一元 

説」に基づく「皇国史観」及び「単一大和民族」の概念を否定して、新しい「王朝 

交替の歴史観」、「複数民族交流の歴史観」に転換する。 

  （２）東アジアの考古学的出土資料及び歴史文献の記述から、①「日本列島は複数の民 

族・人種が交流した『複合民族社会』であることを認識し、②「旧唐書」、「冊府元 

亀」等の歴史文献に記録されているように、唐王朝から見た日本列島の代表政権は 

「西暦７０１年」に「『（九州）倭国』から『（大和）日本国』へ認定替えがなされ 

た」との「多元的・国際的歴史観」、「王朝交替の歴史観」に転換する。 

（４）「東アジア４か国古代史フォーラム」（仮称）を開催して、東アジア４か国（日本、

中国、韓国、北朝鮮）の「歴史文献及び考古学的出土資料」を照合・比較して、「東

アジアにおける民族交流の多元的・国際的歴史観」を相互に確認し、もって我が国

の「歴史・文化の国際化」を実現する。 

（５）人口再生能力を失った「日本社会の活力」を再生するため、留学生・技術研修生 

の受入拡大・定住化、外国人の国籍取得の簡略化等の「国籍と言語の門戸開放」 

を推進する。但し、外国人の国籍取得の内、我が国との領土紛争が存在する相手 

国（中国、韓国等）に関しては慎重に推移を抑えることとし、また、「外国人によ 
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る国境付近の土地の取得を認めない」よう法令を整備する。    

（６）「日本文化とは何か」、「生活の日本様式とは何か」を整理して提示し、外国人の 

日本社会への同化を促進する。 

 

§１０．【処方１０】「琉球処分と『沖縄問題の宿啊化』を克服するための処方 

   書 

【再生の目標と処方策】 

  （１）「普天間基地の辺野古移転」に関して、国側の一方的論理の押付けを撤回し、地元 

住民の心情が「辺野古移転はやむを得ない」との考えに傾くような丁寧な説明に転 

換する。 

【国側の一方的押付け論理】 

（ⅰ）「辺野古移転」は、日米政府間交渉で決まった最良の案である。 

（ⅱ）公有水面埋め立て免許等の行政手続きは、既に済んでいる。 

（ⅲ）普天間基地の沖縄県外への移転は、可能な限り進めている。 

【沖縄県民の心情に配慮した丁寧な説明】 

①普天間基地は市街地の真ん中にあり、飛行訓練等に伴う墜落・落下物の危険が 

あるので、「普天間基地の返還」を日米政府間で合意した。 

     ②現在、中国の軍事的抬頭が著しく、尖閣諸島への主権侵害が続いており、祖国 

防衛の最前線として沖縄県の重要性が高まっている。 

     ③「尖閣諸島」は琉球王朝の時代から「琉球王国の領土」であったことに鑑み、 

日本国政府は「神聖な沖縄県の領土」を防衛する責任がある。 

     ④「基地があれば戦争になる」との心配・懸念は理解するが、相手国の恫喝や度 

重なる主権侵害に対しては、「日米安全保障条約」を後ろ盾とした我が国の「国 

土防衛の決意」を具体的軍事力と併せて示すことが、逆に「戦争回避につなが 

ること」を認識してほしい。即ち、将来「辺野古基地を日米共用施設」として 

強固に維持することが我が国の安全を保障することを理解して頂きたい。 

          ⑤沖縄県の「米軍基地負担の度合いが高い」ことについては、我が国の「陸海空 

自衛隊の基地の面積をも含めた『全体の防衛基地面積』で考えて頂きたい。 

祖国防衛のための基地用地負担は、等しく国民の負担・協力で賄われるべき 

と理解して頂きたい。 

     ⑥米軍基地の維持に伴う「飛行機の墜落の危険や騒音影響」は、飛行機の離着陸 

が海上方向になるので、大幅に軽減される。 

     ⑦公有水面の埋立てに際しての「海域環境の改変は最小限」に止めてあること、

及び「海域環境の再生」にも対策を講じるので、海域への影響は少ない計画 

となっている。 

      ⑧沖縄本島の北部における経済発展を図るため、国は道路・港湾の整備、軌道 
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「ゆいレール」の延長、産業用地の確保、民間飛行場の建設など、北部地域 

の基盤整備を図る計画である。 

  （２）沖縄本島北部地域の経済的発展を確実にするため、「辺野古基地に隣接して民間飛 

行場」を建設（例：千歳空港）して沖縄本島北部振興の拠点にするほか、那覇市内 

に限られている軌道「ゆいレール」を名護市まで延長する。北部地域の経済産業発 

展のための基盤整備（大学の誘致、ハイテク農業の振興、工場用地の整備等）を、 

地域の歴史と文化を尊重しつつ本格的に拡充するほか、産品流通のための情報発 

信・販路拡大策を支援する。 

（３）中学・高校の歴史教育において「日本が沖縄を３度犠牲にした歴史」の現地学習を 

義務付けるとともに、内地国民に対して「沖縄の歴史に関する認識」の啓発を徹底 

する。 

（４）行政職に対しては「沖縄の歴史教育」を徹底するとともに、「沖縄県の振興と発展 

を重視する研修」を必須とする。                      

（５）行政区域の分類における「九州・沖縄地区」の扱いを止めて、行政組織上の「沖 

縄特別区」の扱いを恒久的に確立する。 

    ＊「九州地区」と「沖縄県」は、地理的、政治的、社会的、経済的に、かつ文化的 

に「地域的一体感」が無い。 

    ＊ましてや、「島津氏の琉球侵攻」による「奄美群島の簒奪」、「琉球在番奉の設置に 

よる搾取の２６０年」の記憶からすると、「ヤマトンチュへの恨み」＝九州・鹿

児島薩摩人への恨み」であり、「複雑な劣等感」となって現在も強く残っている。 

        ＊沖縄県の人達が今も「南方の東南アジアとの交流（観光、貿易、交流往来）」に 

親近感を覚え、西方の中国とは「眼と鼻の先」の距離感と昔の「冊封関係」が身 

体のＤＮＡで生きていることを、箱根から東の「板東の地」で育った人達（政 

治家と官僚だけでなく、一般国民も含めて）は沖縄県の歴史を学び、「沖縄県の 

人達の屈折した心情」を理解しなければならない。 

（６）１９７２年（昭和４７年）の米国による占領統治からの「施政権返還」に際して、 

沖縄県民が「沖縄県の『琉球国』としての独立」を選ばず「本土復帰」してくれた 

ことに対して、本土及び「ヤマトンチュ」の我々はこれを高く評価して「感謝の気 

持ち」を忘れてはならない。本土側は「沖縄県の歴史と文化に尊敬を払い、沖縄県 

民の自主性と主体性を最大限尊重する国家運営」として「日本再生の礎」としなけ 

ればならない。 

  （７）「普天間基地の辺野古移転」問題をこじれさせ、これを契機として「沖縄の独立問 

題」をも惹起させて「沖縄問題を宿啊化させること」は、「国の統一を守る」との 

見地から由々しき事態であり、我が国は何としてでも回避しなければならない。   

                                                            （了） 
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まとめとあとがき 

（１）本稿は、昭和２０年（１９４５年）８月１５日の「終戦の日」の翌年４月に小学校に

入学し、昭和２６年（１９５１年）の「サン・フランシスコ講和条約」の締結により独

立を回復したが、ＧＨＱから宛がわれた「日本国憲法」第９条により「戦争放棄」「戦

力不保持」「国の交戦権の否定」という桎梏を受けての「国家としての魂を失った７０

年」を慟哭する「普通の日本人」による、「弱体化した祖国・日本を再生するための政

策を網羅した随想（エッセー）」である。 

  この「日本再生の処方書」に示されている「日本再生のための処方策（政策）」を実現

するためには、日本国の歴史観、人口政策、政治制度、社会政策、外交政策等を全般に

亘り革新する必要があり、「日本再生２１世紀維新」とも呼ぶべき「国家としての再構

築」が求められる。 

 

（２）「第１章」においては、「戦後日本の弱体化」の様相を「計１３の指標項目」として挙

げている（民族資質の劣化と人口再生能力の低下、国家目的・意識の喪失と自虐的否定、

産業・経済の弱体化、国内統治能力の劣化、世界史の深層歴史観の欠如、国際外交能力

の欠如・東アジア外交の稚拙、報道界・言論界の幼稚化・倭人化、琉球処分と「沖縄問

題の宿啊化」等）。これら弱体化の指標項目には、国内要因と国際要因が相乗している。 

 

（３）「第２章」においては、第１章で挙げた「計１３項目の弱体化の指標項目」を克服す

るための諸政策を「計１０の処方書」として提示している。 

この中で最も重要と考える「処方策（政策）」の要点を挙げると以下のとおり。 

  【処方１】「民族資質の劣化と人口再生能力の低下」を克服するための処方書 

「合計特殊出生率」を「２．１～２．２程度まで回復させる」とともに、国民の体格

と運動能力の向上、体質の健全化ための施策として、以下のような措置を講じる。 

   [１]学校給食及び加工食品における「ホルモン様化学物質」及び「食品添加化学物質」 

の体内摂取を厳しく規制する。これらの措置により、①男性は「父性：男らしさ」

を、女性は「母性：女らしさ」を回復し、相互に「結婚忌避症」を低下させる。

併せて、両物質の体内摂取に伴う「体質の劣化と各種の健康影響」を軽減する。 

   [２]「情報化社会の急激な進展」に伴う「過剰なディジタル情報」から「個人・特に 

児童の健康と健全な家庭生活」を防護するための施策を講じて、「静穏な生活環境」

を創出する。 

   [３]持続可能な人口再生能力を回復するため、「男女平等の社会の在り方」を生物学 

的に整理して「男女の役割分担の適正化」を実現するとともに、「夫婦が二人以上 

の子供を生んで育てるための国の支援策」を「国の人口問題解決策」として最優先 

する。このため、「十分な育児手当の支給を公費負担で行う」とともに、「育児施設」 
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は「保育園」と「幼稚園」を統合した合理的施設とする。 

   【処方２】「国家目的・意識の喪失と自虐的否定」を克服するための処方書 

     [１]「敗戦国としての７０年」を終わらせ、２１世紀の「国際社会において名誉あ 

る地位」を占める「普通の国」としての「国家の目的と意識」を確立して、「国 

家再生の論理」を構築する。 

     [２]現行憲法を修正（第９条、第９６条等）するか若しくは新しい憲法を制定して 

「他国に対する侵略戦争を否定する」とともに、「自国の領土と主権を守るとの

強い意志を持った国家」とする。 

     [３]「積極的平和主義」の提唱と国際貢献により、国際社会における我が国の「名

誉ある地位」を安定化させる。 

  【処方３】「産業・経済の弱体化」、「貿易収支の赤字転落」、及び「国際資本収支の弱体 

化」を克服するための処方書（略） 

  【処方４】「国内統治能力の劣化」、及び「国を考える政治家、『宰相の器』の不毛」を 

克服するための処方書（略） 

  【処方５】「世界史の深層歴史観の欠如」を克服するための処方書（略） 

  【処方６】「国際外交の欠如・東アジ外交の稚拙」を克服するための処方書 

   【処方６－１】「多元的・国際的歴史観」、「王朝交替の歴史観」、「複数の言語から形 

成された国際言語観」への転換 

     [１]「大和政権による日本統一の歴史観」（皇国史観）から脱却して「多元的・ 

国際的歴史観」、「王朝交替の歴史観」へと転換する。 

     [２]日本語の「大和言葉単一言語説」から脱却して、「複数の言語から形成され 

た国際言語である」ことを認識する。 

[３]日本列島で考古学的発見されている文字は「漢字以前にも多数存在すること」 

  を確認するとともに、「日本列島は複合民族社会であること」を認識する。 

   【処方６－２】日本外交の基本方針 

     [１]負ける戦争はしない。 

     [２]徒らに「兵」を死なせる戦争はしない。 

     [３]他国に対する侵略戦争を否定するとともに、自国の領土、祖国は絶対に侵 

略・占領させない。他国からの軍事力よる圧力・恫喝にも屈しない。 

     [４]在外同法を悲惨な目（強制隔離、財産没収等）に遭わせる戦争をしない。 

     [５]国際外交と軍事同盟を駆使して、自国が戦争巻き込まれることを回避する。 

     [６]自国の領土を防衛できるよう「国力に見合った防衛力」を保持するとともに、 

「日米同盟」を堅持して国家安全の後ろ盾とする。また、政治社会制度を共通 

する太平洋諸国家との連帯を強化し、準同盟国としての連帯を確立する。 

     [７]我が国は、核兵器を保持しない。 

     [８]「国際連合」に自国の安全を期待しない。「国際連合規約の改正（旧敵国条 
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項の削除）」を求めるが、敢えて「常任理事国」になることを求めず、「積極 

的平和主義の国家」として平和機能維持に貢献する。 

     [９]「戦後処理」の基本方針を明確にし、国際法に照らして適切な処理と補償 

を行う。「靖国神社閣僚参拝問題」を国際外交問題から除外するため、「極東 

国際軍事裁判（東京裁判）によるＡ級戦犯１４名の合祀」を消去する。 

     [１０]我が国は「世界唯一の被爆国」であり、「被爆国の人道的責任」として「核 

兵器の使用は人類に対する生物学的犯罪である」ので「人類の歴史上、２ 

度と核兵器の使用を許してはならない。」との主張を強く展開して、「核兵器 

を国際紛争解決の手段とせず、かつ、核兵器を使用できない国際的枠組み」 

の構築を主導する。 

【処方７】「報道界・言論界の幼稚化・倭人化」を克服するための処方書（略） 

【処方８】「国際使用言語における『日本語』の孤立」を克服するための処方書 

     [１]情報化時代の日本語の実用性と表現可能性を高めるため、「日本語の文法と表 

現方法」を整理して洗練する。 

     [２]外国人が習熟しやすい日本語とするため、「母音が５個であるとの特長」を活 

かして、国際言語学的見地から「日本語に求められる特性」を整理し、「日本語 

の文法と表現方法」に反映する。 

     [３]「国際公用語としての英語」を「公式な第２国語」と位置付け、「日本語と英 

語を併用・併記する」ことにより対外的情報の発信力と表現力を具備させる。 

     [４]言語活動におけるバイリンガル化、マルチリンガル化を技術的に支援するた 

め、自動翻訳機を「小型化・高速化」して、「複数の言語使用」を実用化する。 

     [５]都市生活及びビジネス環境において複数の言語が通用する「複数言語社会」 

を実現する。 

【処方９】「『単一大和民族』としての『日本社会の行詰り』」を克服するための処方書（略） 

【処方１０】「琉球処分と『沖縄問題の宿啊化』」を克服するための処方書 

     [１]「普天間基地の辺野古移転」に関して、国側の一方的論理の押付けを撤回し、 

地元住民の心情が「辺野古移転は止むを得ない」との考えに傾くような丁寧な 

説明に転換する。 

     [２]沖縄県民の心情に配慮した丁寧な説明 

     ①普天間基地は市街地の真ん中にあり、飛行訓練等に伴う墜落・部品落下の危険 

性があるので、「普天間基地の返還」を日米政府間で合意した。 

     ②現在、中国の軍事抬頭が著しく「尖閣諸島」への主権侵害が続いており、祖 

国防衛の最前線として沖縄県の重要性が高まっている。 

     ③「尖閣諸島」は、琉球王朝の時代から「琉球王国の領土」であったことに鑑み、 

日本国政府は「神聖な沖縄県の領土」として防衛する責任がある。 

     ④「基地があれば戦争になる」との心配・懸念は理解するが、相手国の恫喝や度 
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重なる主権侵害に対しては、「日米安全保障条約」を後ろ盾とした我が国の「国 

土防衛の決意」を具体的軍事力と併せて示すことが、逆に「戦争回避に繫がる 

こと」を認識して頂きたい。即ち、「辺野古基地」を将来「日米共用施設」と 

して強固に維持することが我が国の安全を保障することを理解して頂きたい。 

     ⑤沖縄県の「米軍基地負担の度合いが高い」ことについては、我が国の「陸海空 

自衛隊の基地の面積をも含めた『全体の基地面積』」で考えて頂きたい。祖国 

防衛のための基地用地負担は、等しく国民の負担・協力で賄われるべきと考え 

て頂きたい。 

     ⑥中学・高校の歴史教育において「日本が沖縄を３度犠牲にした歴史」の現地学 

習を義務付けるとともに、内地国民に対し認識の啓発を徹底する。 

⑦行政区域の分類のおける「九州・沖縄地区」の扱いを止めて、行政組織上の「沖 

縄特別区」の扱いを確立する。 

＊「九州地区」と「沖縄県」は、地理的、政治的、経済的に、かつ文化的に 

  一体感がない。 

＊「島津氏の琉球侵攻」による「奄美群島の略取」、「琉球在番奉行の設置」 

による搾取と監視の２６０年」の記憶からすると、「ヤマトンチュへの恨 

み＝九州・鹿児島薩摩人への恨み」が現在も深く残っている。 

     ⑧昭和４７年（１９７２年）の米国による占領統治からの「施政権返還」に際し 

て、沖縄県民が「沖縄県の『琉球国』としての独立」を択ばず、「本土復帰」 

してくれたことに対して、「感謝の気持ち」を忘れない。本土側は「沖縄県の 

歴史と文化に尊敬を払い、自主性と主体性を尊重する国家行政運営」を行う方 

針である。 

     [３]沖縄本島北部地域の経済的発展を確実にするため、「辺野古基地に隣接して民 

間飛行場を建設して沖縄本島北部振興の拠点とする」とともに、那覇市内に限 

られている軌道「ゆいレール」を名護市まで延長する。北部地域の経済産業発 

展のための基盤整備（大学の誘致、ハイテク農業の振興、工場用地の整備等） 

を地域の歴史と文化を尊重しつつ本格的に拡充するほか、産品流通のための情 

報発信・販路拡大策を支援する。 

（４）以上述べたところから、「民族資質の劣化と人口再生能力の低下」問題等を解決して 

「日本再生２１世紀維新」とも呼ぶべき「国家としての再構築」を成し遂げた後の『２ 

１世紀再生日本』のイメージは、(ⅰ)成功しすぎた日本占領政策を修正するための現 

行憲法の部分的改正（第９条、第９６条）を行い、外交の自主性と主体性を回復した 

「軽武装」の「積極的平和主義」を主導する「東アジアの中級国家」であり、(ⅱ)「言 

語と国籍の門戸開放」を行った「活力ある開かれた日本社会」である。 

（５）文明史論による民族の歴史を見ると、「民族のエネルギーが爆発する隆盛期は１００ 

年～１５０年であり、その後民族は下降期に入り数百年衰退する」とされている。 
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我が国の歴史についてみると、「第１期民族隆盛期」は「応仁の乱以降の戦国時代～ 

桶狭間の戦い～安土桃山時代」（１３９９年年～１６００年：約２００年）であり、 

「第２期民族隆盛期」は「明治維新～太平洋戦争敗戦」（１８６８年～１９４５年） 

までの「約８０年」であったと考える。国家としての魂を失ってはいたが戦後の「高 

度経済成長期間」（昭和３０年～昭和６０年：約３０年）を加えれば、「第２期民族興 

隆期」の期間は合わせて「約１１０年」であったと言える。 

（６）我が国は戦後の「失われた７０年」の平和ボケの間に「民族のエネルギーを放出して

しまって、長い老化衰退期に入っている」のだろうか。これほどまでに「弱体化した

日本社会を再生する方途」を示さなければ、日本社会を次世代に誇りを持って引き継

ぐことはできない。戦後の「失われた７０年を生きさせられた世代」の「普通人」と

して、この処方書を「次世代への引継ぎの書」として申し送る次第である。我が国に

は「民族再生のエネルギーはまだ残っている」と信じている。                        

（以上） 
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